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第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン（案）について

協議第１号



１ 策定の趣旨
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・本市では，平成３１年３月に「第２次宇都宮市国保経営改革プラン」を策定して，国保財政の健全化を
図るため，各種施策に取り組んできたが，被保険者の高齢化や医療技術の高度化などにより１人当たり医
療費が増加する中，被保険者数の減少に伴う課税額の減少により，保険税収入が伸び悩むなど，国保財政
の状況は厳しさを増している。
・このような中，平成３０年度から都道府県と市町が共に国保の運営を担うこととなり，市町においては，
「栃木県国保運営方針」により収納率の向上や医療費の適正化の取組が求められている。
・さらに，国保運営の都道府県単位化をさらに進めるため，現在，県と県内２５市町の間で保険税水準の
統一に向けた検討が行われており，公平性の観点から県内各市町の収納率の較差縮小が必要不可欠となっ
ている。

・本市国保を将来にわたり安定的・持続的な医療保険制度として維持していくため，「第３次宇都宮市国
保経営改革プラン」を策定し，より一層の経営努力に取り組む。

・「栃木県国保運営方針」に基づくとともに，本市データヘルス計画等との連携を図りながら，国保財政
の健全化を図るための計画

・令和７(2025)年度から令和１２(2030)年度までの６年間 ※令和９年度に中間見直しを予定

(1)策定の背景

(2)策定の目的

(3)計画の位置付け

(4)計画期間
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・国保事業の健全で安定的な運営を確保し，被保険者が，病気やけがをし
た場合に安心して医療が受けられるとともに，健やかに暮らしていけるよ
う保健の向上を図ります。

（１）国保事業の健全で安定した運営の確保
・国保の財政基盤の強化に取り組み，収支均衡を図りながら，事業を
安定的に運営します。

（２）被保険者の健康の保持増進
・被保険者がいつでもどこでも必要な医療を受けることができる医療
保険を維持します。

・被保険者の疾病の早期発見・予防及び健康づくりに係る環境を充実
させ，被保険者の健康の保持増進を図ります。

２ 基本的な考え方

基本理念

基本方針



①国保情報等の発信

①
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
等

の
普
及
促
進

②
適
正
受
診
の
推
進

③
レ
セ
プ
ト
点
検
等
の
推
進

④
生
活
習
慣
病
の
発
症
予
防

⑤
生
活
習
慣
病
の
重
症
化
予
防

⑥
地
域
に
お
け
る
健
康

づ
く
り
の
推
進

⑦
事
業
所
に
お
け
る
健
康

づ
く
り
と
の
連
携

⑧
地
域
包
括
ケ
ア
に
係
る

取
組
と
の
連
携
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【施策目標】（令和１２年度時点）
一般会計繰入金（財政安定化支援事業分）に依存しない財政運営を目指す。

【基本方針】Ⅰ 健全で安定した運営の確保 Ⅱ 被保険者の健康の保持増進

３ 施策体系【別紙１参照】

施策の方向

保険税収納率の向上
【指標１】現年度収納率95%

施策の方向

医療費の適正化と保健事業の推進
【指標２】１人当たり医療費増加率
令和５年度対比で30％以内に抑える

施策の方向

保険税水準の統
一に向けた対応

①
県
・
市
町
と
の

連
携
強
化

②
事
務
の
効
率
化

施策の方向

国保
(制度・事業)
の理解促進

①
口
座
振
替
の
加
入
促
進

②
納
税
環
境
の
整
備

③
電
話
・
文
書
催
告
の
強
化

④
休
日
納
税
相
談

⑤
外
国
人
被
保
険
者
の
納
税

対
策
の
充
実

⑥
滞
納
処
分
の
強
化

⑦
特
別
収
納
対
策
室
と
の
連
携

⑧
二
重
資
格
の
解
消



４ 主な取組【別紙１参照】
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拡充した施策事業 ※根拠等

【施策の方向】保険税収納率の向上

〇外国人被保険者の納税対策の充実【新規】
【新規】翻訳チラシ等を活用した出前講座の実施

※市独自

〇滞納処分の強化
【新規】預貯金差押の電子化の導入に向けた調査・検討

※市独自

【施策の方向】国保（制度・事業）の理解促進

〇国保情報等の発信
【拡充】電子ブック版「国保だより」の発行検討

※市独自

【施策の方向】医療費の適正化と保健事業の推進

〇後発医薬品（ジェネリック医薬品）等の普及促進 〇レセプト点検等の推進
【新規】バイオシミラー（バイオ後続品）の利用促進 【拡充】レセプト点検方法の見直し

※国方針 ※市独自

〇適正受診の推進 〇生活習慣病の発症予防
【新規】重複・多剤服薬者への保健指導の実施 【新規】ＩＣＴを活用した特定保健指導の検討・実施

※県運営方針 ※市独自

【拡充】医師会・薬剤師会と連携した重複・頻回受診者 〇生活習慣病の重症化予防
対策の実施 【拡充】保健指導者等の増加に向けた医師会・薬剤師会との連携強化
※市独自 ※市独自



 

 

 

 

 

 

 

４ 本市国保の現状 

２ 国保を取り巻く近年の状況 

１ 策定の趣旨 

（１）国保の現状 
国保では，団塊世代の後期高齢者医療制度への移行などに伴い，被保険者数が減少傾向であるとともに，

保険制度の構造的な問題として，保険税負担能力の低い無職者や低所得者が多く加入している。 

また，被保険者の高齢化・医療技術の高度化などにより１人当たり医療費が増加傾向であることから，

厳しい財政運営が強いられている。 

（２）国・県の動向 
国においては，平成 30年度の制度改革のさらなる深化を図るため，「保険料水準統一加速化プラン」を

策定し，遅くとも令和 17年度までに保険料水準の完全統一を求めている。 

県においては，昨年度，県内の国保事業に係る統一的な方針である「栃木県国保運営方針（第 3 期）」

を策定し，国保の安定的な財政運営に向けた各種施策に取り組むとともに，本県における保険税水準の統

一の考え方（定義）や統一までの進め方を整理したところである。 

【参考 1】統一の考え方（定義） 

市町単位での財政運営の不安定リスクを県単位で分散し，県内の被保険者間の受益と負担の公平性

を図るため，原則として「県内のどこに住んでも，同じ世帯構成，同じ所得水準であれば同じ保険税

水準」を目指していく。 

【参考 2】統一までの進め方 

 令和 6年度から 5年の移行期間を設けて医療費指数反映係数（α=1）を毎年度 0.2ずつ段階的に低

減し，令和 10年度にゼロ(α=0)とする。その後，県内市町の収納率較差が一定程度まで縮小された

時点から，完全統一を実現していく。 

 

（１）策定の背景 
本市では，平成 31 年 3 月に「第 2 次宇都宮市国保経営改革プラン」を策定して，国保財政の健全化を

図るため，各種施策に取り組んできたが，被保険者の高齢化や医療技術の高度化などにより 1人当たり医

療費が増加する中，被保険者数の減少に伴う課税額の減少により，保険税収入が伸び悩むなど，国保財政

の状況は厳しさを増している。 

このような中，平成 30年度から都道府県と市町が共に国保の運営を担うこととなり，市町においては，

「栃木県国保運営方針」により収納率の向上や医療費の適正化の取組が求められている。さらに，国保運

営の都道府県単位化をさらに進めるため，現在，県と県内 25 市町の間で保険税水準の統一に向けた検討

が行われており，公平性の観点から県内各市町の収納率の較差縮小が必要不可欠となっている。 

（２）策定の目的 
本市国保を将来にわたり安定的・持続的な医療保険制度として維持していくため，「第 3 次宇都宮市国

保経営改革プラン」を策定し，より一層の経営努力に取り組む。 

（３）計画の位置付け 
「栃木県国保運営方針」に基づくとともに，本市データヘルス計画等との連携を図りながら，国保財政

の健全化を図るための計画 

（４）計画期間  
令和 7(2025）年度から令和 12(2030)年度までの 6年間 ※令和 9年度に中間見直しを予定 

 

３ 旧計画（令和元年度～令和 5年度）の実績と評価 

【計画（施策）の目標及び指標】 
（１）一般会計繰入金（財政安定化支援事業分） 
【目標】保険者（市）の責務として，収納率の向上や医療費の適正化など，最大限の経営努力を行うこと

により，一般会計繰入金（財政安定化支援事業分）の削減に努めます。 

【実績】0円(令和 5年度：財政安定化支援事業分) 

【評価】これまでの取組を継続する中，令和 5年度，口座振替の原則化や財産調査の徹底による差押の早

期着手などを強化することにより，収納率が大幅に向上し，繰入金(財政安定化支援事業分)をゼロにする

ことができた。しかしながら，令和 6年度には，国保事業費納付金が対前年比で増加となっていることか

ら，財政安定化支援事業分の繰入金が発生することが予定されている。 

（２）現年度分収納率 【目標】92.00%(令和 6年度) 【実績】91.95%(令和 5年度) 

【評価】目標は未達成であり，引き続き現年度分収納率の向上を図ることが必要 

（３）医療費の適正化（1人当たり医療費の増加率） 
【目標】平成 29年度対比で 20.12%以内(令和 6年度)  

【実績】平成 29年度対比で 20.02%    (令和 5年度) 

【評価】目標値には達していないが，引き続き医療費の適正化に努めることが必要 

「第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン」【概要版】 

５ 本市国保の課題《課題の総括》 

 

３ 国保財政の健全化  ※【３の（１），４のキ・ク・ケ・コ・サより導出】 

・保険者（市）の責務として，国保事業の安定的な運営や国保財政の収支均衡を図り，将来にわたり被保険者が安心 

して医療を受けることができる環境を整備するため，共同保険者である県と連携・協力しながら，引き続き財政の健 

全化に取り組む必要がある。 

エ 保険税の現年度収納率は向上：令和 5年度，被保険者全世帯のうち課税所得 200万円以下の世帯割合が 79.97%と，低所得者

が多く加入しているという構造的な問題がある中，各種収納対策の強化により現年度分収納率は年々向上し，滞納繰越額は減少

傾向である。 

ア 世帯数・被保険者数は減少：世帯数および被保険者数は減少傾向である。団塊世代の後期高齢者医療制度への移行や社会保

険の適用拡大などの影響によるもの。 

 
イ 保険税率は据置き：直近の税率改定は平成 26年度。近年では毎年税率の見直しを実施。税率は，新型コロナや物価高騰など

を理由に据え置いている。賦課（課税）限度額は，地方税法施行令改正の施行日の翌年度に引上げを実施している。 

ウ 保険税の全体課税額は減少：被保険者数の減少に伴い全体の課税額，1 世帯当たり・1 人当たり課税額は，いずれも減少傾

向である。令和 5年度，全体の課税額は減少しているが，賃上げなどの影響により 1世帯当たり・1人当たり課税額は増加している。 

オ 医療費総額は減少・１人当たり医療費は増加：医療費総額は，被保険者数の減少に伴い減少傾向であるが，１人当たり医

療費は増加傾向である。 

 
カ １人当たり医療費の増加要因：年齢階級別では，高齢になるほどの 1人当たり医療費が高くなる。栃木県国保運営方針（第

3期）では，今後，医療技術の高度化などから 1人当たり医療費は年々増加すると推計されている。 

 

 

 

サ 国保事業費納付金は増加：令和 5年度国保事業費納付金は約 125億円であったが，今後，１人当たり医療費の増加が見込ま

れていることから，令和 6年度は約 127億円に増加している。 

 

 

 

ケ 低い国保基金保有額：国保基金残高（令和 6年 12月末）は，297百万円余であり，引き続き基金残高の涵養に努める。 

 

別紙１ 

１ 保険税収納率の向上（現年度分）  ※【３の（２），４のア・イ・ウ・エより導出】 

・保険税は国保事業運営のための根幹的な財源であり，税負担の公平性の観点から滞納者への指導を強 

化するなど，引き続き収納率の向上を図る必要がある。 

・現在，県と県内 25 市町の間で県内保険税水準の統一に向けた検討が行われており，今後，原則とし

て「県内のどこに住んでも，同じ世帯構成，同じ所得水準であれば，同じ保険税水準」を目指すことと

なるため，県内の徴収における公平性の観点からも，市町間の収納率の較差縮小が必要不可欠である。 

コ 保険者努力支援制度【公費】の交付状況（令和 5年度） 

国の努力支援制度では，獲得点数 536点（940点満点），1億 6,700万円の交付を受けた。 

県の努力支援制度では，獲得点数 526点（1,000点），4億 3,500万円の交付を受けた。（県内 19位） 

 

キ 歳入・歳出決算額は減少：国保財政は，被保険者数の減少に伴い決算額は減少傾向である。 

ク 実質単年度収支は黒字：歳入歳出差引額は黒字であるが，歳入に対して歳出が上回っている状況が続いており，一般会計か

らの繰入により収支均衡を図っている状況である。 

 

栃木県国保

運営方針 

・ 

保険者努力

支援制度 

を踏まえる 

２ 医療費の適正化と保健事業の推進  ※【３の（３），４のオ・カより導出】 

・被保険者の高齢化や医療技術の高度化などの影響により，今後も１人当たり医療費の増加が 

見込まれており，ジェネリック医薬品等の普及促進や医療機関への適正受診など，医療費の適 

正化の取組が引き続き必要である。 

・被保険者の生活習慣病の早期発見，発症予防・重症化予防のため，県国保運営方針に基づき， 

関係機関等との連携を図りながら，効果的・効率的な保健事業を実施し，被保険者のＱＯＬ 

（生活の質）の低下を防ぐ必要がある。 



 

７ 施策の展開 

【施策・主な取組（案）】 

 

 

６ 基本的な考え方 

「第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン」【概要版】 

基本理念 

国保事業の健全で安定的な運営を確保し，被保険者が，

病気やけがをした場合に安心して医療を受けられるととも

に，健やかに暮らしていけるよう保健の向上を図ります。 

 

収
支
均
衡
に
よ
る
独
立
経
営 

最
終
目
標 

（１）国保事業の健全で安定した運営の確保 

・国保の財政基盤強化に取り組み，収支均衡を図りながら，

事業を安定的に運営します。 

 

（２）被保険者の健康の保持増進 

・被保険者がいつでもどこでも必要な医療を受けることが

できる医療保険を維持します。 

・被保険者の疾病の早期発見・予防及び健康づくりに係る

環境を充実させ，被保険者の健康の保持増進を図ります。 

【施策の方向】 

施策目標（令和 12 年度時点） 

◎一般会計繰入金(財政安定化支援事業分) 
⇒ 保険者（市）の責務として，収納率の向上や医療費の適正化など，最大限の経営努力を引き続き 
行うことにより，一般会計繰入金（財政安定化支援事業分）に依存しない財政運営を目指す。 

４ 国保（制度・事業）の 

理解促進 
テ 国保情報等の発信 
⇒【拡充】電子ブック版「国保だより」の検討 

  

ア 口座振替の加入促進 
⇒口座振替の原則化の周知徹底 

イ 納税環境の整備 
⇒キャシュレス決済等の利用促進 
 

ウ 電話・文書催告の強化  
⇒納付案内センターの活用 

カ 滞納処分の強化 
⇒【新規】預貯金差押の電子化の導入に向けた調査・検討 

キ 特別収納対策室との連携 

ク 二重資格の解消 
⇒オンライン資格確認等システムを活用した資格調査  

ケ 後発医薬品（ジェネリック医薬品）等の普及促進 
⇒【新規】バイオシミラー（バイオ後続品）の利用促進 

コ 適正受診の推進 
⇒【拡充】医師会・薬剤師会と連携した重複・頻回受診 

者対策の実施 
⇒【新規】重複・多剤服薬者への保健指導の実施 

サ レセプト点検等の推進  
⇒【拡充】レセプト点検方法の見直し 

シ 生活習慣病の発症予防 
⇒特定健康診査，人間ドック・脳ドック健診補助事業 
⇒【新規】ＩＣＴを活用した特定保健指導の検討・実施 

ス 生活習慣病の重症化予防 
⇒【拡充】保健指導者等の増加に向けた医師会・薬剤師会 

との連携強化 
  
 セ 地域における健康づくりの推進 
⇒地域における健康づくり事業 

ソ 事業所における健康づくりとの連携 
⇒事業所との連携推進事業 

タ 地域包括ケアに係る取組との連携 
⇒医療情報の提供 

 
 

チ 県・市町との連携強化 

ツ 事務の効率化 

 

 

 

１ 保険税収納率の向上 

 

【指標】 

現年度分収納率 

 

＜現状値＞ 

91.95%(R5) 

▽ 

＜目標値＞ 

95%(R12) 

 

２ 医療費の適正化 

 

【指標】 

1人当たり医療費の増加率 

 

基準年(R5)  

▽ 

＜目標値＞ 

R5年度対比で 

30％以内に 

抑える(R12) 

 

 

 

 

 
①納期内納付 

の推進 

①周知啓発の 
充実 

②早期納付の 

推進 

③納税相談機会 
等の拡充 

④滞納者への 
指導強化 

⑤資格の適正化 

 
 
 
①医療費の 
適正化 

 
 
②生活習慣病の 
発症予防・ 
重症化予防 

 
 
③健康づくりを 
支える環境の 
充実 

８ 計画の推進 

（１）推進体制 

・宇都宮市国民健康保険運営協議会に計画の取組状況等を報告し，ご意

見をいただきながら計画の推進を図る。 

（２）進行管理 

・計画推進のため，事業の具体的な取組を明確にした「国保アクション 

プラン」を毎年度策定する。 

・ＰＤＣＡサイクルに基づく進行管理を行う。 

・宇都宮市国民健康保険運営協議会において，事業進捗の評価を行う。 

基本方針 

参照  国民健康保険法 

（この法律の目的） 

第１条 この法律は，国民健康保険事業の健全な運営を確保し，    

もつて社会保障及び国民保健の向上に寄与することを目的とする 

 

保
健
事
業
の
推
進 

①業務改革の 
推進 

３ 保険税水準の統一に 

向けた対応 

５ 本市国保の課題《課題の総括》（表面より再掲） 

 １ 保険税収納率の向上（現年度分） 
 

３ 国保財政の健全化 

 

２ 医療費の適正化と保健事業の推進 

 

エ 休日納税相談の実施 
オ 【新規】外国人被保険者の納税対策の充実 
 ⇒【新規】翻訳チラシ等を活用した出前講座の実施 

 



 

 

 

第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン 

令和７（２０２５）年度～令和１２（２０３０）年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年（２０２５）３月 

 

宇都宮市 保健福祉部 保険年金課 

令和７年１月３０日時点 

【未定稿】 
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１ 策定の趣旨 

 

(1) 策定の背景 

国民健康保険は，国民の誰もが必要な医療を受けられるよう，国民皆保険体制を支える基盤と

して，健康水準の向上などに大きく寄与してきました。 

しかしその一方で，国民健康保険は，被保険者の高齢化の進行や医療技術の高度化などによる

１人当たり医療費の増加，さらには，保険税負担能力の低い無職者や低所得者が多く加入してい

るという制度の構造的な問題を抱え，多くの自治体で厳しい財政運営を強いられております。 

このような中，国は，国民皆保険を堅持し，将来にわたって持続可能な医療保険制度を構築する

ため，平成３０年度に国民健康保険の財政基盤強化を目的とした制度改革を実施し，国民健康保

険への財政支援を拡充するとともに，財政運営の責任主体として中心的な役割を都道府県が担い，

市町村においては，引き続き資格管理や保険給付の決定など，都道府県と市町村が共同保険者と

して，それぞれの役割分担のもと運営することとなりました。 

また，国は，被保険者数の減少や小規模保険者の増加等が進む中，将来にわたり安定した国民健

康保険の財政運営を行うためには，保険料水準の完全統一の取組を加速化させる必要があること

から，令和５年度「保険料水準統一加速化プラン」を策定し，全国の都道府県において，令和１５

年度までに保険料水準の完全統一移行（遅くとも令和１７年度［令和１８年度保険料算定］までの

移行）することを求めております。 

このようなことを踏まえ，栃木県では，県と市町が一体となって，国民健康保険に関する事務を

共通認識の下で実施し，安定的な財政運営並びに市町の国民健康保険事業の広域的及び効率的な

運営の推進を図るための統一的な方針である「栃木県国民健康保険運営方針（第３期）」を策定

し，各種施策に取り組むとともに，本県における保険税水準の統一に向け，統一の考え方（定義）

や統一までの進め方について整理したところであります。 

本市では，平成３１年３月に策定した「第２次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン」に基づ

き，収納率の向上や医療費の適正化などの各種施策の取組を今後の保険税水準の統一を見据えて

更に強化したところでありますが，医療技術の高度化などによる１人当たり医療費の増加，被保

険者数の減少に伴う課税額および保険税収の減少など，今後も国民健康保険を取り巻く環境につ

いては，より厳しさが増していくことが予測されております。 

このようなことから，市は，将来にわたり安定的で持続的な国民健康保険として維持していく

ため，改めてその責務を十分認識し，自らが率先してより一層の経営努力を行い，共同保険者であ

る栃木県と連携・協力しながら，引き続き保険税収納率の向上や医療費の適正化をはじめとする

財政健全化に向けた各種取組の推進が求められております。 

 

(2) 策定の目的 

制度改革の内容と本市国民健康保険の現状を踏まえながら，本市国民健康保険を将来にわたり

安定的・持続的な医療保険制度として維持していくため，「第３次宇都宮市国民健康保険経営改

革プラン」を策定し，より一層の経営努力に取り組むものです。 

  

第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン 
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(3) 計画の位置付け 

「栃木県国民健康保険運営方針（第３期）」（＊）に基づくとともに，「第３期宇都宮市国民

健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）・第４期宇都宮市特定健康診査等実施計画」と

連携しながら，本市国民健康保険財政の健全化を図るための計画です。 

また，計画に基づき，今後の６年間，本市の国民健康保険事業を運営していくにあたり，本計

画を着実に推進していくため，事業の具体的な取組を明確にした「国民健康保険アクションプラ

ン」を毎年度策定します。 

＊ 県が定める県内統一の国民健康保険事業の運営に係る方針 

 

 

 (4) 計画期間 

令和７（２０２５）年度から令和１２（２０３０）年度までの６年間とします。 

なお，中間年度となる令和９年度において，県が運営方針を見直した場合や，本市国民健康保

険を取り巻く環境に大きな変化などがあった場合には，必要に応じ適宜，計画の見直しについて

検討します。  

栃木県国民健康保険運営方針（第３期） 

（令和６（２０２４）年度～令和１１（２０２９）年度） 

1．保険税の徴収の適正な実施 

2．保険給付の適正な実施 

3．医療費の適正化の取組 

4．その他の取組 

第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン 

（令和７（２０２５）年度～ 

令和１２（２０３０）年度） 

○施策の体系 

  ・保険税収納率の向上 

・医療費の適正化と保健事業の推進 

  ・保険税水準の統一に向けた対応 

  ・国民健康保険（制度・事業）の理解促進 

国民健康保険アクションプラン（次年度） 

連携 

具体化 

国民健康保険アクションプラン（当該年度） 
・実施 ⇒ 評価 ⇒ 見直し 

第３期宇都宮市国民健康 

保険保健事業実施計画 

（データヘルス計画）・ 

第４期宇都宮市特定健康 

診査等実施計画 

第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン 
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２ 国民健康保険を取り巻く環境 

 

(1) 制度の構造的な問題 

   国民健康保険には，構造的に保険税負担能力の低い無職者や低所得者が多く加入していること

や，被保険者の高齢化，医療技術の高度化などによって１人当たり医療費が増加していることな

どから，財政基盤が脆弱です。 

 

(2) 国民健康保険制度の改正 

ア 運営の在り方等の見直し 

国民健康保険制度については，平成３０年度からは都道府県と市町村が共同保険者として，

それぞれの役割分担のもと運営することになりました。 

 

〔表〕制度改革の状況 

 

 

(出典）厚生労働省 令和６年３月１９日開催  

「全国高齢者医療・国民健康保険主管課(部)長及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議資料」 

 

 

 

第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン 
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〔表〕運営の在り方等の見直し内容 

 

(出典）厚生労働省 令和６年３月１９日開催 

「全国高齢者医療・国民健康保険主管課(部)長及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議資料」 

 

イ 財政支援の拡充 

国においては，国民健康保険財政の基盤強化を図るため，毎年約３，４００億円の財政支援

を拡充することになりました。 

〔表〕財政支援の拡充内容 

 

(出典）厚生労働省 令和６年３月１９日開催 

「全国高齢者医療・国民健康保険主管課(部)長及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議資料」 

第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラ
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ウ 保険料水準統一加速化プラン 

  国においては，都道府県における保険料水準統一の取組の更なる加速化に資するよう，加速化 

プランを策定し，都道府県，市町村の取組について支援を行っております。 

〔表〕保険料水準加速化プランの概要 

 

(出典）厚生労働省  

 

エ 保険税水準の統一に向けた取組 

栃木県においては，平成３０年度の国民健康保険制度改革による「財政運営の都道府県単位化」 

の深化を図るため，栃木県国民健康保険運営方針（第３期）において，保険税水準の統一の考え 

方（定義）や進め方などについて明記し，市町との共有を図るとともに，今後の事業運営上の課 

題の整理・検討を行うこととしております。 

 

（ア）栃木県における保険税水準の統一の考え方（定義） 

     将来に渡って，持続可能な国民健康保険制度を維持していくため，市町単位から県単位で 

の支え合いに移行していくことにより，高額な医療費の発生や国民健康保険が抱える構造的 

な課題（被保険者数が減少傾向にある中，年齢構成の高まりや１人当たり医療費は増加の傾

向にある等）による市町単位での財政運営の不安定リスクを県単位で分散し，県内の被保険

者間の受益と負担の公平等を図るため，原則として「県内のどこに住んでも，同じ世帯構成，

同じ所得水準であれば，同じ保険税水準」を目指していく。 

ただし，財政安定化基金償還分や地方単独事業減額調整分など，統一の対象として県単位 

の共同負担とすると市町間の不公平が生じる項目については，統一の対象としない例外を設

け，これを栃木県における「完全統一」と定義していく。 
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(出典）栃木県 令和５年６月５日開催 「令和５年度 第１回栃木県国民健康保険運営協議会資料」 

 

   （イ）栃木県における保険税水準の統一までの進め方 

    〇納付金ベースの統一 

     医療費指数反映係数α(＊)の設定について，令和６年度から５年の移行期間を設けて， 

現在のα＝１から毎年度０．２ずつ段階的に低減していくこととし，各市町における納付金 

の急激な増減を抑制しながら，令和１０年度にα＝０へ移行する。 

＊ 市町への納付金配分に医療費指数をどの程度反映させるか調整する係数 

 

 〔表〕納付金算定における医療費指数反映係数の今後の動き 

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 

医療費指数反映係数 α＝1 α＝0.8 α＝0.6 α＝0.4 α＝0.2 α＝0 

 

     ◇令和１０年度までに統一していく項目 

     ・  市町における保険税の算定方式を３方式（所得割，均等割，平等割）に統一していく。 

・ 市町における保険税の賦課（課税）限度額を（以下「限度額」という。）地方税法施行 

令の限度額に統一していく（＊）。 

ただし，速やかな条例の改正が困難な場合，当面は，限度額の引き上げが行われた同施 

行令改正の１年後までに条例を改正して限度額の引き上げを行うこととし，速やかな限

度額の引き上げ方法について，県と市町間で引き続き検討していく。 

＊ 地方税法施行令の限度額と差が生じている市町は，原則として，同施行令が定める 

限度額まで引き上げを行うこととし，同施行令の改正による限度額の引き上げが行わ 

れた際には，速やかに条例を改正して同施行令の限度額と同額にしていく。 

 

    〇完全統一 

     市町間における保険税の収納率較差の縮小，医療費の適正化や事務の標準化などに取り組 

    むとともに，納付金ベースの統一を段階的に進めた上で，収納率較差が一定程度まで縮小さ 

    れた時点から，完全統一を実現していく。 
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３ 旧計画の実績と評価 

 

 これまで本市では，国民健康保険を将来にわたり安定的で持続可能な医療保険制度として維持して

いくため，「第２次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン（令和元～６年度）」の中で目標を示し，達

成に向けて各種施策に取り組んできました。それぞれの目標の達成状況は次のとおりです。 

 

(1) 一般会計繰入金（財政安定化支援事業分） 

≪目標の達成状況≫ 

目標：引き続き保険者（市）の責務として，収納率の向上や医療費の適正化など，最大限の 

経営努力を行うことにより，繰入金の削減に努めます。 

実績：０円（令和５年度：財政安定化支援事業分） 

  ⇒ 引き続き繰入金の削減に努めます。 

 〔図〕一般会計繰入金の推移 

 

(出典）保険年金課 令和７年１月１６日開催 「令和６年度 第３回宇都宮市国民健康保険運営協議会資料」 

≪実績と評価≫ 

・ これまでの取組を継続する中，令和５年度，口座振替の原則化や財産調査の徹底による 

差押の早期着手などを強化することにより，収納率が大幅に向上し，繰入金（財政安定化 

支援事業分）をゼロとすることができました。 

 しかしながら，栃木県国民健康保険運営方針（第３期）において，今後，本市を含めた 

県内１人当たり医療費の増加及び被保険者数の減少に伴う保険税収入の減少が見込まれて 

おりますことから，一般会計からの繰入金（財政安定化支援事業分）が発生する可能性が 

考えられます。 

・ このため，保険者（市）の役割として，引き続き収納率の向上や医療費の適正化などの取 

組により，国民健康保険の財政健全化に向けた最大限の経営努力を行い，繰入金の削減に

努めます。 
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(2) 現年度分収納率 

  ≪目標の達成状況≫ 

   目標：９２．００％（令和６年度） 

   実績：９１．９５％（令和５年度時点） 

    ⇒ 目標を下回っており，引き続き，現年度分収納率の向上に努めます。 

 

〔図〕現年度分収納率の推移 

 

(出典）保険年金課 令和７年１月１６日開催 「令和６年度 第３回宇都宮市国民健康保険運営協議会資料」 

 

≪実績と評価≫ 

・ 現年度分収納率は，年々向上しておりますが，令和５年度時点では目標を下回っており， 

 引き続き，各種収納対策や滞納処分の強化を図ります。 

・ 口座振替の加入促進では，国民健康保険加入時などにおいて，口座振替の原則化を周知徹

底するとともに，ペイジー口座振替受付端末機やＷｅｂ口座振替受付サービスを活用した

勧奨の強化により，更なる新規口座振替世帯の増加を図ります。 

・ 滞納処分の強化では，滞納者の財産状況を早期に把握するため，預貯金調査の電子化を活

用した財産調査を徹底するとともに，換価性の高い債権を中心とした効果的な差押の早期

執行に努めます。 

・ また，二重資格の解消では，オンライン資格確認等システムを活用して，社会保険の加入

履歴の確認を徹底し，国民健康保険脱退届出の勧奨通知の送付や職権による国民健康保険

資格喪失処理を行います。 
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(3) 医療費の適正化 

≪目標の達成状況≫ 

○（被保険者）１人当たり医療費の増加率 

 目標：平成２９年度対比で２０．１２％以内（令和６年度） 

 実績：２０．０２％（令和５年度時点） 

⇒ 目標とする数値内ではありますが，増加率は年々増加していることから，引き続き，医療 

費の適正化に努めます。 

 

〔図〕１人当たり医療費の増加率（平成２９年度対比） 

 

(出典）保険年金課 令和７年１月１６日開催 「令和６年度 第３回宇都宮市国民健康保険運営協議会資料」 

 

≪実績と評価≫ 

    ・ 医療費の適正化については，被保険者数の減少に伴い全体の医療費総額は減少傾向が続

いておりますが，被保険者の高齢化や医療技術の高度化などにより１人当たり医療費が

年々増加しており，引き続き，医療費の適正化の取組を強化します。 

    ・ 具体的には，短期的な医療費削減効果が見込める施策（ジェネリック医薬品等の普及促

進，レセプト点検等の推進）とともに，疾病の予防や健康づくりに関する意識の啓発などの

中長期的な視点を持った施策（特定健康診査，特定保健指導，保健事業の充実など）につい

て，継続的・効果的に取り組むことにより医療費の適正化に努めます。 
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４ 本市国民健康保険の現状 

 (1) 本市国民健康保険の現状 

ア 世帯数・被保険者数の推移 

    世帯数および被保険者数については，減少傾向が続いております。その要因としては，団塊世

代の高齢者が後期高齢者医療制度へ移行していることや令和４年１０月から社会保険の適用対

象が一部のパート・アルバイトまで拡大（＊）されたことなどが考えられます。 

 

＊ 社会保険が適用となる企業規模が，従業員数５０１人以上から１０１人以上に変更となり， 

対象となる企業において一定の条件の下で働くパート・アルバイトの方が社会保険に加入する 

ことになりました。 

さらに，令和６年１０月には，従業員数１０１人以上から５１人以上に変更となりました。 

 

〔図〕世帯数と被保険者数の推移（年度平均） 

              

(出典）保険年金課 令和７年１月１６日開催 「令和６年度 第３回宇都宮市国民健康保険運営協議会資料」 

※年度平均（３～２月）は，事業月報や事業年報より抽出 
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イ 保険税の税率の状況 

保険税の税率については，原則，２年ごとに税率の見直しを行ってきましたが，財政運営の責

任主体が都道府県となり，栃木県が納付金を決定して市町が納付金を納める運営体制となって

からは，２年先の納付金の金額を見通すことが困難となったことから，毎年，税率見直しの検討

を行っております。 

 

〔表〕保険税の税率等 

   年 度 

     

 区 分 

Ｈ２０ ～ Ｈ２５ Ｈ２６ ～ Ｒ６ 

医療 

保険分 

後期高齢者 

支援金分 

介護 

納付金分 

医療 

保険分 

後期高齢者 

支援金分 

介護 

納付金分 

所得割（％） 6.00 2.35 2.05 6.36 2.55 2.07 

均等割（円） 23,300 8,200 8,200 25,900 9,800 10,500 

平等割（円） 20,000 7,000 6,900 19,000 7,200 6,400 

   (出典）保険年金課調べ 

    

    

ウ 保険税の賦課状況 

保険税の賦課状況は，団塊の世代が後期高齢者医療制度へ移行するなど被保険者数の減少に

伴い，全体課税額，１世帯当たり課税額，１人当たり課税額ともに減少傾向でありました。 

令和５年度以降は，全体の課税額は減少しておりますが，賃上げなどの影響もあり１世帯当

たり課税額，１人当たり課税額については，増加しております。 

 

〔表〕当初賦課時における課税額等の推移  

年 度  

区 分 
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

世帯数（世帯） 71,724  70,094  69,808  68,451  66,049  64,836 

被保険者数（人） 112,872  108,825  107,179  103,455  98,063  94,492 

課税額（百万円） 10,673  10,309  10,063  9,610  9,284  9,174 

１世帯当たり課税額（円） 148,804  147,076  144,154  140,393  140,565  141,501 

１人当たり課税額（円） 94,557  94,731  93,891  92,891  94,675  97,092 

   (出典）保険年金課調べ 

 

【参考】賦課（課税）限度額 

本市では，地方税法施行令の改正に伴い賦課（課税）限度額が引き上げられた場合には，翌年度の本市

国民健康保険運営協議会で審議し，政令改正の翌年度に見直し（条例改正）を行ってきた。 

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

政令 99万円 99万円 102万円 104万円 106万円 

本市 96万円 99万円 99万円 102万円 104万円 
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エ 保険税の収納状況 

保険税の収納状況は，各種収納対策を強化したことにより，現年度分収納率は年々向上して

おります。 

令和５年度は，「口座振替の原則化」を周知徹底し，ペイジー口座振替受付端末機の配置場

所を保険年金課窓口だけでなく，すべての地区市民センター及び出張所に拡大するなど，口座

振替の加入促進のさらなる強化を図りました。 

また，預貯金調査の電子化を導入し，滞納者の財産調査の迅速化により差押を強化したこと

から，現年度分収納率は大幅に向上しました。 

なお，滞納繰越額は，特別収納対策室と連携を図りながら，換価性の高い債権を中心とした

効果的な差押の執行など，滞納処分の強化に取り組み，年々減少しております。 

〔図〕保険税収納率の推移 

 

(出典）保険年金課調べ 

 

〔図〕滞納繰越額（年度当初）の推移 

 

(出典）保険年金課調べ 
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被保険者の所得階層別世帯構成（令和５年度）では，所得２００万円以下の世帯が全体の 

７９．９７％を占めております。 

また，所得階層別課税世帯の滞納額（令和５年度 現年度）では，所得なしと所得１００～ 

２００万以下の滞納額が多くなっております。 

 

〔図〕所得階層別課税世帯構成（令和５年度）  

 

(出典）保険年金課調べ 

 

〔図〕所得階層別課税世帯の滞納額（令和５年度 現年度） 

 

 (出典）保険年金課調べ  ※「所得なし」には，所得不明を含む。  
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年齢階層別課税世帯主の構成（令和５年度）では，７０歳以上が全体の４０．００％を占めており

ます。 

  また，年齢階層別課税世帯主の滞納額（令和５年度 現年度）では，４０～５９歳の滞納額が多く

なっております。 

 

〔図〕年齢階層別課税世帯主の構成（令和５年度） 

 

(出典）保険年金課調べ   

 

〔図〕年齢階層別課税世帯主の滞納額（令和５年度 現年度） 

 

(出典）保険年金課調べ  ※１９歳以下世帯主の滞納額は，約８０万円となっております。 
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外国人被保険者数の推移では，令和５年から増加に転じており，国別では，アジア圏の被保険者が

多数を占めております。 

 なお，外国人被保険者の保険税収納率は，４２．３％（令和６年１２月末時点）となっております。 

 

〔図〕外国人被保険者数の推移（４月１日現在） 

 

(出典）保険年金課調べ 

 

〔表〕外国人被保険者数（令和６年４月１日現在） 

国名 被保険者数（人） 割合（％） 
【参考】 

住民基本台帳登録人口

（人） 

中国 997 26.6% 2,520 

ネパール 495 13.2% 809 

タイ 294 7.9% 708 

韓国 291 7.8% 874 

スリランカ 277 7.4% 436 

ベトナム 275 7.3% 1,700 

台湾 240 6.4% 518 

フィリピン 229 6.1% 873 

マレーシア 72 1.9% 106 

バングラデシュ 66 1.8% 108 

上記以外 509 13.6% 2,472 

合計 3,745 100% 11,124 

(出典）保険年金課調べ 

 

 

 

 

第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン 

【人】 

【年度】 



- 16 - 

 

 

オ 医療費の推移 

医療費は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う受診控えにより令和２年度は減少し

ておりますが，翌年度は受診控えの反動もあり大きく上昇しております。 

その後は，被保険者数の減少に伴い，全体としては減少しております。 

また，1人当たり医療費は，被保険者の高齢化や医療技術の高度化などの影響により，年々増

加しております。 

〔図〕医療費総額の推移 

 

(出典）保険年金課 令和６年８月８日開催 「令和６年度 第１回宇都宮市国民健康保険運営協議会資料」 

※運営協議会資料では，令和５年度は速報値 

〔図〕１人当たり医療費の年度推移 

 

(出典）保険年金課 令和６年８月８日開催 「令和６年度 第１回宇都宮市国民健康保険運営協議会資料」 

※運営協議会資料では，令和５年度は速報値 
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国が公表している全国的な１人当たりの医療費と比較すると，栃木県及び本市の１人当たり

医療費は低い傾向にあります。 

  

〔表〕１人当たりの医療費の比較         （単位：円） 

年 度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

全国平均 371,864 363,629 386,610 395,006 

栃木県平均 346,556 341,159 362,340 368,441 

宇都宮市（＊） 356,046 347,800 372,635 380,930 

対全国比 95.75  95.65  96.39  96.44 

 （出典） 厚生労働省 「医療費の地域差分析」 

＊ 上記の本市の値は，国において年齢調整を行っているため，実績値と異なる。 

 

  カ １人当たり医療費増加の主な要因 

（ア）高齢化の進行に伴う影響 

      国民健康保険の対象である０～７４歳の年齢階層別の１人当たり医療費は，２０～２４歳 

が最も低く，２５歳以上では年齢に比例して高くなり，７０～７４歳が最も高くなっていま 

す。 

また，本市による将来人口推計では，令和４年度と令和１２年度を比較すると５４歳まで 

の人口は減少傾向にあるものの，５５歳以上（７０～７４歳を除く）は増加する見込みとなっ 

ております。 

 

〔図〕年齢階級別１人当たり医療費 

 

（出典）国民健康保険データベースシステム（KDB）「宇都宮市医療費の状況（令和 5年度）」 

【千円】 
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〔図〕年齢階層別人口の推計  

 

（出典）宇都宮市の将来推計人口（令和５年７月推計） 

 

  （イ）生活習慣病と医療費の状況 

     疾病別１人当たり医療費では，生活習慣病を含む疾病分類である「新生物（腫瘍）」や「尿

路性器系の疾患」などが高い傾向となっております。 

〔図〕疾病別１人当たり医療費（令和５年度 外来男性） 

 

（出典）栃木県国民健康保険団連合会「令和 5年度 目で見る栃木県の医療状況」 
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〔図〕疾病別１人当たり医療費（令和５年度 外来女性） 

 

（出典）栃木県国民健康保険団連合会「令和 5年度 目で見る栃木県の医療状況」 

 

（ウ）医療技術の高度化の影響 

療養の給付の推移は，令和元年度と令和５年度を比較すると，主に調剤が増加しておりま 

す。 

また，１日当たり療養の給付の推移では，令和元年度と令和５年度を比較すると，入院と入 

院外，歯科，調剤が増加しております。 

 

              〔表〕療養の給付の推移                （単位：百万円） 

年度 総計 計 

診 療 費 

調剤 
訪問看護 

療養 

（参考） 

食事療養

生活療養 
医 科 

歯科 
計 入院 入院外 

Ｒ１ 38,930 31,879 29,274 13,607 15,667 2,605 6,100 266 685 

Ｒ２ 37,122 29,999 27,545 13,176 14,369 2,454 6,163 311 649 

Ｒ３ 38,949 31,419 28,851 13,715 15,136 2,568 6,549 351 630 

Ｒ４ 38,146 30,789 28,252 13,215 15,037 2,537 6,337 423 597 

Ｒ５ 37,894 30,466 27,969 13,328 14,641 2,497 6,330 499 599 

（出典）宇都宮市国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｃ表 
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〔表〕１日当たり療養の給付の推移           （単位：円） 

年度 

 

総計 計 

診 療 費 

調剤 訪問看護療養 医 科 
歯科 

入院 入院外 

Ｒ１ 72,717 51,579 34,766 10,329 6,484 9,167 11,971 

Ｒ２ 74,984 53,183 35,696 10,659 6,828 9,881 11,920 

Ｒ３ 77,254 55,957 38,035 10,882 7,040 9,940 11,357 

Ｒ４ 78,551 57,266 38,812 11,187 7,267 9,748 11,537 

Ｒ５ 79,377 58,060 39,212 11,349 7,499 9,810 11,507 

（出典）宇都宮市国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｃ表 

※１日当たりは，全体費用額を日数で除して算出   

 

キ 歳入・歳出決算額の推移 

 歳入・歳出の決算額は，被保険者数の減少に伴い減少傾向となっております。 

 

             〔表〕歳入・歳出決算額の状況        （単位：千円） 

科 目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

歳 
入 

国民健康保険税 10,086,426 10,009,548 9,769,911 9,313,272 9,022,012 

一部負担金 0 0 0 0 0 

国庫支出金 4,903 122,181 10,299 644 2,307 

県支出金 33,940,028 32,635,446 34,173,488 33,465,375 33,386,728 

財産収入 114 7 5 4 6 

繰入金 5,909,368 4,679,098 4,259,902 4,058,925 3,800,018 

繰越金 26,416 56,732 74,665 95,283 68,708 

諸収入 191,347 197,036 246,188 248,362 245,063 

小計 50,158,602 47,700,048 48,534,458 47,181,865 46,524,842 

歳 

出 

総務費 561,783 617,341 582,491 591,929 580,158 

保険給付費 33,221,084 31,858,742 33,528,656 32,776,575 32,670,816 

国民健康保険 

事業費納付金 
15,842,248 14,682,032 13,821,920 13,204,865 12,501,063 

保健事業費 267,144 234,680 252,142 255,132 253,796 

基金積立金 114 38,007 5 4 6 

その他の支出 209,497 194,581 253,962 284,652 240,365 

小計 50,101,870 47,625,383 48,439,176 47,113,157 46,246,204 

歳入歳出差引額 56,732 74,665 95,282 68,708 278,638 

 (出典）保険年金課調べ 
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ク 実質単年度収支の推移 

実質単年度収支では，歳入歳出差引額が黒字となっておりますが，一般会計からの繰入金に

より収支均衡を図っております。 

 

               〔表〕実質単年度収支の推移         （単位：千円） 

区 分 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

1 歳入決算額 50,158,602 47,700,048 48,534,458 47,181,865 46,524,842 

2 歳出決算額 50,101,870 47,625,383 48,439,176 47,113,157 46,246,204 

3  歳入歳出差引額 56,732 74,665 95,282 68,708 278,638 

4  

次年度へ

繰り越す

べき財源 

(1)継続費逓

次繰越額 
0 0 0 0 0 

(2)繰越明許

費繰越額 
0 0 0 0 0 

(3)事故繰越

し繰越額 
0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 

5 実質収支額 56,732 74,665 95,282 68,708 278,638 

6 実質収支額のうち 

基金繰入額 
0 0 0 0 202,000 

(出典）保険年金課調べ 

 

ケ 国民健康保険基金の推移 

    国民健康保険事業費納付金や保健事業の財源が不足した場合に充てるため，国民健康保険基

金を設置しております。 

    近年の国民健康保険財政は，歳出が歳入を上回っている状況が続き，一般会計からの繰入に 

より収支均衡を図っておりますことから，基金へ積立てることが難しい状況でありました。 

しかしながら，令和５年度，保険税収納率の向上により，見込みを上回る歳入を確保すること 

ができましたことから，基金に２億円を積立てることができました。 

 

〔図〕国民健康保険基金の保有額 

 

（出典）保険年金課調べ 
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コ 保険者努力支援制度の取組状況 

    保険者努力支援制度は，医療費の適正化や収納対策などの各種取組を推進するため，創設さ

れた制度となります。 

制度の概要としては，保険者としての努力を行う自治体に対し，客観的な指標で評価を行い，

点数を付け，インセンティブとして公費が配分されます。 

また，評価を行う指標は，適宜，内容が見直されております。 

なお，県版保険者努力支援制度は，国の保険者努力支援制度を補完する２０億円規模の制度

となっております。 

 

〔表〕令和５年度獲得点数 

【国】保険者努力支援制度 【県版】保険者努力支援制度 

満点 本市獲得点数 満点 本市獲得点数 

９４０点 ５３６点 １０００点 ５２６点 

【交付金額】１億６，７００万円 【交付金額】４億３，５００万円 

全国１０２２／１７４１位 県内１９／２５位 

 

 

〔表〕令和５年度 国の保険者努力支援制度（取組評価分）評価指標一覧 

評価指標 
本市 

獲得点数 
配点 

保
険
者
共
通
の
指
標 

指標１ 特定健康診査・特定保健指導の実施率，メタボリックシンドローム

該当者及び予備軍の減少率 
４０ １９０ 

指標２ 特定健診・特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等に基

づく受診勧奨等の取組の実施状況 
３０ ７５ 

指標３ 生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組の実施状況 ８０ １００ 

指標４ 広く加入者に対して行う予防・健康づくりの取組の実施状況 ６５ ６５ 

指標５ 加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況 ５０ ５０ 

指標６ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況 ４０ １３０ 

国
保
固
有
の
指
標 

指標１ 収納率向上に関する取組の実施状況 ２５ １００ 

指標２ 医療費の分析等に関する取組の実施状況 ２５ ２５ 

指標３ 給付の適正化に関する取組の実施状況 １５ １５ 

指標４ 地域包括ケア推進・一体的実施の取組の実施状況 ４０ ４０ 

指標５ 第三者求償の取組の実施状況 ４３ ５０ 

指標６ 適正かつ健全な事業運営 ８３ １００ 

合 計 ５３６ ９４０ 
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〔表〕令和５年度 県版保険者努力支援制度（取組評価分）評価指標一覧 

評価指標 
本市 

獲得点数 
配点 

１ 

体
制 

 

構
築
加
点 

指標１ 医療費適正化に向けた推進組織 １０ １０ 

指標２ 収納率向上に向けた推進組織 １０ １０ 

指標３ 後期高齢者医療制度の保健事業と介護保険の地域支援事業との 

一体的実施に向けた推進組織 
２０ ２０ 

２ 

医
療
費
適
正
化
対
策 

指標４ 特定健康診査受診率 ０ ９２ 

指標５ 特定保健指導実施率 ２０ １０２ 

指標６ メタボリックシンドローム該当者及び予備軍の減少 ０ ４５ 

指標７ がん検診受診率 １０ ２０ 

指標８ 歯科検診受診率 １０ ２０ 

指標９ 生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組 １２０ １４０ 

指標１０ 個人への分かりやすい情報提供の実施 ３０ ３０ 

指標１１ 重複・多剤投与者に対する取組・薬剤の適正使用に対する取組 ６０ ６０ 

指標１２ 後発医薬品の促進の取組 ２０ ２０ 

指標１３ 後発医薬品の使用割合 ３０ １００ 

指標１４ データヘルス計画の実施状況 ３１ ３１ 

指標１５ その他医療費適正化に係る取組 １０ １０ 

指標１６ 地域包括ケアの推進 ３５ ３５ 

指標１７ 第三者求償の取組 １０ １５ 

３ 

収
納
対
策 

指標１８ 収納率向上 ２０ １４０ 

指標１９ 収納率向上に向けた取組 ４０ ６０ 

指標２０ 滞納者対策 ２０ ２０ 

指標２１ 賦課限度額の設定 ２０ ２０ 

合 計 ５２６ １,０００ 

(出典）栃木県国民健康保険医療課 「令和５年度の保険者努力支援の状況」 
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〔図〕令和５年度県版保険者努力支援制度の状況 

 

 

 

サ 国民健康保険事業費納付金の状況 

    国民健康保険事業費納付金は，被保険者数の減少などに伴い減少傾向でありましたが，栃木 

県全体の１人当たり医療費の増加により，令和６年度は前年度と比較して増加しております。 

    令和６年度，本市の国民健康保険事業費納付金は，約１２７億円であり，栃木県内の全納付 

金の約２６％を占めております。 

 

 

(出典）保険年金課調べ 
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〔表〕令和６年度 国民健康保険事業費納付金の状況 

本市 栃木県 市／県 

12,735,556千円 48,791,355千円 26.10％ 

 

〔図〕国民健康保険特別会計のイメージ 

 

 

〔表〕現行税率と令和６年度標準保険税率の比較 

 

   

 

 

 

 

 

 

(出典）保険年金課調べ            ※1 当初賦課時の保険税率に基づき算出 

※2 県が示す市町村標準保険税率に基づき算出  ※3 被保険者数は１０月１日現在の人数 

〔参考〕標準保険税率について 

標準保険税率は，税率の算定方式の違いや被保険者の年齢構成・医療費水準など市町の

実情から単純に県内の保険税が比較できない中，将来的な保険税水準の統一を図るため，

都道府県が，標準的な算定方式や賦課限度額，収納率の見込み，医療費・被保険者数の推

計方法，所得総額の算出方法など，税率設定に必要な事項を統一した上で算定し，市町ご

とに示すものであり，参考値として位置付けられているものです。 

 現行税率 標準保険税率 

医療保険分 

所得割（％） 6.36 6.92 

均等割（円） 25,900 29,628 

平等割（円） 19,000 20,323 

後期高齢者 

支援金分 

所得割（％） 2.55 3.13 

均等割（円） 9,800 13,144 

平等割（円） 7,200 9,016 

介護納付金分 

所得割（％） 2.07 2.61 

均等割（円） 10,500 13,555 

平等割（円） 6,400 6,772 

令和６年度１人当たり課税額（円） （※1）102,272 （※2）119,170   
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５ 本市国民健康保険の課題 

 

(1) 収納率の向上 

保険税は，国民健康保険事業を運営するための基幹的な財源です。被保険者の負担の公平性

の観点からも収納率の向上を図る必要があります。 

本市の収納率は，全国の中核市と比較すると下位に位置し，納税意識の高揚や納税環境の整

備に努めるとともに，滞納者への納税指導・滞納処分の強化などに，より一層取り組む必要が

あります。 

〔表〕令和５年度収納率 全国中核市６２市中の本市の状況 

《現年度分》      

順  位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 ５７位 

中 核 市 高崎市 前橋市 大分市 八王子市 呉市 宇都宮市 

収 納 率 97.23% 96.67% 96.59% 96.39% 96.22% 91.95% 

《滞納繰越分》      

順  位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 ５４位 

中 核 市 枚方市 呉市 明石市 高知市 岡崎市 宇都宮市 

収 納 率 44.01% 43.99% 39.78% 38.47% 35.58% 17.44% 

《全 体》       

順  位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 ５４位 

中 核 市 呉市 高崎市 明石市 鳥取市 大分市 宇都宮市 

収 納 率 92.84% 92.65% 91.03% 90.90% 90.89% 74.79% 

(出典）保険年金課調べ 「令和６年度国民健康保険事業状況調査」 

 

〔表〕令和５年度収納率 県内２５市町中の本市の状況 

《現年度分》      

順  位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 ２４位 

県内市町 茂木町 那須町 大田原市 さくら市 塩谷町 宇都宮市 

収 納 率 98.24% 97.69% 97.47% 97.43% 97.33% 91.95% 

《滞納繰越分》      

順  位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 ２５位 

県内市町 那須烏山市 さくら市 大田原市 足利市 佐野市 宇都宮市 

収 納 率 45.57% 35.80% 33.54% 31.19% 30.97% 17.44% 

《全 体》       

順  位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 ２３位 

県内市町 さくら市 那須烏山市 大田原市 茂木町 那須町 宇都宮市 

収 納 率 92.87% 92.16% 91.58% 91.23% 90.67% 74.79% 

(出典）保険年金課調べ 「令和６年度国民健康保険事業状況調査」 
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(2) 医療費の適正化と保健事業の推進 

超高齢社会が到来し，更なる少子化・人口減少が予想される中，国民健康保険制度を持続可能

なものとするため，今後も，医療費の適正化や疾病予防を重視した保健事業を展開する必要があ

ります。 

具体的には，ジェネリック医薬品等の普及のほか，特定健診・特定保健指導をはじめとする，

被保険者の生活習慣病の発症予防となる取組や，健診データ・レセプトデータなどを活用した生

活習慣病の重症化予防対策の推進など，引き続き取組を強化する必要があります。 

 

〔図〕特定健康診査受診率の推移 

 

 (出典）保険年金課調べ 

 

〔図〕特定保健指導実施率の推移 

 

 (出典）保険年金課調べ 
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〔表〕令和５年度１人当たり医療費 全国中核市６２市中の本市の状況 

                          （単位：円） 

順  位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 ４６位 平均金額 

中 核 市 長崎市 下関市 鹿児島市 呉市 大分市 宇都宮市 
429,996 

医療費金額 539,956 529,140 513,244 503,483 495,425 406,186 

(出典）保険年金課調べ 「令和６年度国民健康保険事業状況調査」 

 

〔表〕令和５年度１人当たり医療費 県内２５市町中の本市の状況 

                          （単位：円） 

順  位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 ９位 平均金額 

県内市町 栃木市 矢板市 那須烏山市 芳賀町 日光市 宇都宮市 
394,374 

医療費金額 432,023 431,594 422,921 422,880 420,718 406,186 

(出典）保険年金課調べ「令和６年度国民健康保険事業状況調査」 

 

(3) 国民健康保険財政の健全化 

国民健康保険財政は，歳出において，医療技術の高度化などにより１人当たり医療費の増加が 

見込まれております。一方，歳入においては，団塊の世代が後期高齢者医療制度に移行した影響

などもあり被保険者数は減少傾向でありますことから，主な財源となる保険税収入も減少が見込

まれており，今後も国民健康保険の財政運営は厳しい状況が見込まれております。 

このような中，保険者である市の責務として，国民健康保険財政の収支均衡を図り，将来にわ

たり市民が安心して医療を受けることができる環境を整備するためには，共同保険者である栃木

県と連携・協力しながら，国民健康保険事業の安定的な運営を図るため，引き続き財政の健全化

に取り組むことが必要となります。 
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６ 基本的な考え方 

 

(1) 基本理念 

本市においては，国民健康保険法の第１条（＊）を踏まえ，被保険者が，疾病，負傷に対し

適切な医療を受け，安心して市民生活を送ることができるよう，国民健康保険事業を健全に運

営するとともに，市民の健康の保持増進を目指し，次のように基本理念を定めます。 

 

 

 

 

   

   

  ＊ 国民健康保険法 

   （この法律の目的） 

   第１条 この法律は，国民健康保険事業の健全な運営を確保し，もつて社会保障及び国民健康

の向上に寄与することを目的とする。 

 

(2) 基本方針 

基本理念の達成に向けて，「国民健康保険事業の健全で安定的な運営」と「被保険者の保健の

向上」の観点から，次のように２つの基本方針を定めます。 

 

 

 

 

 

   ア 収支均衡による独立経営 

     本市国民健康保険財政は，歳入に対して歳出が上回っている状況であり，一般会計からの 

繰入（財政安定化支援事業分）を行うことにより，収支均衡が図られている状況である。 

国民健康保険事業に必要な財源は，国・県などからの公費（支出金）のほか，保険税で賄う 

こととされていることから，繰入金の削減に努め，一般会計からの繰入（財政安定化支援事業 

分）に頼ることなく，収支均衡による独立した経営（財政健全化）を目指します。 

 

イ 保険者としての経営努力 

     財政健全化のためには，保険税の収納率の向上と保険者努力支援制度の活用による歳入の 

確保や，伸び続ける１人当たりの医療費を抑えるなどの歳出の抑制が必要であることから， 

保険税の収納率の向上や医療費の適正化など一層の経営努力を行ってまいります。 

 

 

 

国民健康保険事業の健全で安定的な運営を確保し，被保険者が，病気や

けがをした場合に安心して医療を受けられるとともに，健やかに暮らして

いけるよう保健の向上を図ります。 

【基本方針Ⅰ】国民健康保険事業の健全で安定した運営の確保 

国民健康保険の財政基盤の強化に取り組み，収支均衡を図りながら，事業を安定的に運営 

します。 
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ウ 税率の見直し 

本市においては，平成２６年度に保険税率の改定を実施し，その後，被保険者の生活の安定 

や国民健康保険事業の安定的な運営を確保する観点から，おおむね２年ごとに税率の見直しに 

ついて検討を行ってきました。 

令和３年度以降は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大や物価高騰などを理由に，２年先 

の社会情勢の変化や経済状況等を見通すことが困難となってしまったことから，毎年，国民健 

康保険運営協議会に諮問し，保険税率の見直しの検討を行ってきました。 

国民健康保険運営協議会では，これまで被保険者を取り巻く環境などから被保険者にさらな 

る負担を求める状況にないとの理由で，一般会計からの法定外繰入により収支均衡を図り，保

険税率を据え置いてきたところであります。 

現在，栃木県内においては，保険税水準の統一に向けた検討が行われており，令和１０年度 

以降，保険税水準の完全統一が予定されておりますが，今後も完全統一までの間は，原則，国 

民健康保険運営協議会に諮問し，保険税率の見直しの検討を行ってまいります。 

 

エ 国民健康保険基金の涵養 

国民健康保険基金の残高は，約２．９億円（令和５年度決算時点）となっております。 

本市の国民健康保険財政は，これまで歳出が歳入を上回っており，一般会計からの繰入によ 

り収支均衡が図られており，基金を積立てることが困難な状況にありましたが，収納率の向上 

により令和５年度決算において，２億円を積立てることができました。 

今後も，国民健康保険事業の安定的な運営を確保するため，引き続き，より一層の経営努力 

に取り組み，基金の涵養に努めます。 

 

 

 

 

 

  

  

 ア 医療費の適正化の推進 

医療費の伸びが過大にならないよう，後発医薬品（ジェネリック医薬品）等の普及や，被保 

険者の生活習慣病などを予防することで医療費の適正化を推進し，医療保険を維持します。 

 

イ 保健事業の推進 

被保険者の疾病，特に，生活習慣病の早期発見や重症化予防のための取組を充実させるとと 

もに，生活習慣病の予防啓発，対策事業についても，保健衛生部門と協力しながら保健事業 

  の推進に努め，被保険者の健康の保持増進を図ります。 

 

 

 

 

【基本方針Ⅱ】被保険者の健康の保持増進 

・被保険者がいつでもどこでも必要な医療を受けることができる医療保険を維持します。 

・被保険者の疾病の早期発見・予防及び健康づくりに係る環境を充実させ，被保険者の健

康の保持増進を図ります。 
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【施策体系】 

本市国民健康保険の課題や基本方針を踏まえ，次のような施策の体系で施策を展開していきます。 

 

 

 

 

 

基本 

方針 
【施策の方向】→P33（2） 【施策】→P36（3） 

 
 
 
Ⅰ
 

健
全
で
安
定
し
た
運
営
の
確
保 

 
 
Ⅱ
 

被
保
険
者
の
健
康
の
保
持
増
進 

 
 
 

１ 保険税収納率の向上 

 
① 納期内納付の推進 

 口座振替の加入促進 

 納税環境の整備 

② 早期納付の推進  電話・文書催告の強化 

③ 納税相談機会等の 

拡充 

休日納税相談の実施 

外国人被保険者の納税対策の充実 

④ 滞納者への指導強化 
 滞納処分の強化 

 特別収納対策室との連携 

⑤ 資格の適正化  二重資格の解消 

２ 医療費の適正化 

① 医療費の適正化 

 後発医薬品（ジェネリック医薬品）等の 

普及促進 

 適正受診の推進 

 レセプト点検等の推進 

 

保
健
事
業
の
推
進 

② 生活習慣病の 

発症予防・重症化予防 

 生活習慣病の発症予防 

  生活習慣病の重症化予防 

 

③ 健康づくりを支える 

環境の充実 

 地域における健康づくりの推進 

  事業所における健康づくりとの連携 

  地域包括ケアに係る取組との連携 

３ 保険税水準の統一に向けた 

対応 
① 業務改革の推進 

 県・市町との連携強化 

 事務の効率化 

４ 国民健康保険（制度・事業）の 

理解促進 
① 周知啓発の充実 国民健康保険情報等の発信 

７ 施策の展開 

施策目標【令和１２（２０３０）年度時点】 

一般会計繰入金（財政安定化支援事業分）に依存しない財政運営を目指す →P32（1） 
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Ｒ５年度対比で 

３０％以内に抑える 

【R12（2030）年】 

【指標１】 

現年度分収納率 

＜現状値＞ 

９１．９５％ 

▽ 

＜目標値＞ 

９５％ 

【R12（2030）年】 
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(1) 施策目標 

本市においては，国民健康保険財政が厳しい中，平成２１年度の国民健康保険運営協議会に，税

率の改定を含めた国民健康保険財政の健全化策について諮問しましたところ，同協議会からは，

まずは保険者として一層の経営努力が必要であり，その上で不足する財源は一般会計からの支援

を求める答申が出されました。また，平成２６年度には，さらなる収納率の向上・医療費の適正化

を図ることを前提に税率改定を行い，なお不足する財源については，国の医療保険制度改革や無

所得者が多いといった国民健康保険制度の構造的な問題などによる財政負担に対応するため，被

保険者と一般市民の負担のバランスを十分に考慮しながら一般会計繰入金（財政安定化支援事業

分）にて賄うこととしました。 

一般会計繰入金については，法定によるもののほか，国民健康保険の財政運営が厳しい全国の

自治体において法定外の繰入が行われております。 

本市においては，一般会計からの支援に頼らない国民健康保険財政を目指し，第１次および第

２次宇都宮市国民健康保険経営改革プランを策定して，一般会計繰入金（財政安定化支援事業分）

の削減に努めてまいりましたが，基本的には歳出が歳入を上回っており，一般会計繰入金（財政安

定化支援事業分）を行うことにより，収支均衡が図られている状況です。 

今後も，医療技術の高度化などに伴う１人当たり医療費の増加や被保険者数の減少に伴う課税

額の減少により歳出と歳入の乖離が予測される中，持続的かつ安定的な国民健康保険財政の運営

には，財政の健全化が必要不可欠であることから，保険者（市）の責務として，収納率の向上およ

び医療費の適正化などの取組による経営努力を最大限に行うことで，一般会計繰入金（財政安定

化支援事業分）に依存しない財政運営を目指すことが必要です。 

 

〔表〕一般会計繰入金の項目 

法 
 

定 

保険基盤安定繰入金 

職員給与費 

一般事務費 

出産育児一時金 

法 

定 

外 

現物給付による国庫補助減額分 

現物給付による医療費波及増分 

人間ドック・脳ドック健診料金補助事業分 

財政安定化支援事業分 

 

目標値（令和１２（２０３０）年度） 

引き続き保険者（市）の責務として，収納率の向上や医療

費の適正化など，最大限の経営努力を行うことにより，繰

入金に依存しない財政運営を目指します。 

現状値（令和５年度） 

財政安定化支援事業分 

０（ゼロ）円 
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(2) 施策の方向 

  本市国民健康保険の課題や基本的な考え方を踏まえ，施策目標の達成に向けた施策の方向を定

めます。 

また，歳入の根幹である税収の確保につながる保険税収納率の向上と歳出の抑制につながる医

療費の適正化については，目標の達成に直接的に資するものとして，それぞれ指標を設定します。 

 

ア 保険税収納率の向上 

国民健康保険事業の健全で安定した運営の確保のためには，保険税収入の確保が必要不可欠

でありますことから，さらなる収納率の向上に向け，保険税の納期内納付の推進や，滞納の抑

制，滞納者への指導強化による滞納の解消，資格の適正化を図ることが必要です。 

 

【指標１】現年度分収納率 

保険税の現年度分収納率は，各種収納対策により着実に向上しておりますが，本市の収

納率は未だ低い水準にあります。今後，県内の保険税水準の統一に向けて，県内市町間の収

納率の較差縮小が必要不可欠でありますことから，県内市町の３か年平均収納率から，目

標値９５％を設定します。 

 

 

年度 
県内市町の現年 

度分収納率平均 

３か年 

平均収納率 
 目標値 

Ｒ３ ９４．４６％ 

９４．６６％ 

 

９５％ Ｒ４ ９４．５７％  

Ｒ５ ９４．９６％  

 

【参考】栃木県国民健康保険運営方針（第３期） 

・被保険者数１万人以上５万人未満の保険者・・・・・・・・・・・９４％以上 

・被保険者数５万人以上１０万人未満の保険者・・・・・・・・・・９３％以上 

・被保険者数１０万人以上の保険者・・・・・・・・・・・・・・・９２％以上 

 

方向１ 保険税収納率の向上 

① 納期内納付の推進 

② 早期納付の推進 

③ 納税相談機会等の拡充 

④ 滞納者への指導強化 

⑤ 資格の適正化 

現年度分収納率 

現状値（令和５年度） 

９１．９５％ 

目標値（令和１２（２０３０）年度 

９５％ 
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 イ 医療費の適正化と保健事業の推進 

国民健康保険事業の健全で安定した運営の確保のためには，医療費の伸びが過大にならない

よう，医療費の適正化を図ることが必要であるとともに，被保険者の健康の保持増進のために

は，保健事業を推進し，生活習慣病予防の対策や，被保険者が自ら積極的に健康づくりを行え

る環境の充実を図ることが必要です。 

 

【指標２】１人当たり医療費の増加率 

医療費は，医療技術の高度化などにより１人当たり医療費は年々増加しており，国民健

康保険事業の健全で安定した運営の確保のためには，保険税収入の確保とともに，医療費

の適正化が必要不可欠となります。 

平成３０年度～令和５年度（コロナの影響がある期間を除く）の本市１人当たり医療費

の実績から算出した対前年伸び率の平均（３．８３％）から令和５年度～令和１２年度の本

市１人当たり医療費見込みを推計し，令和５年度に対する令和１２年度の伸び率見込み 

（３０．０９％）を基に，小数点以下を切り捨て，目標値３０％を設定します。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方向２ 医療費の適正化と保健事業の推進（医療費の適正化） 

① 医療費の適正化 

方向２ 医療費の適正化と保健事業の推進（保健事業の推進） 

③ 健康づくりを支える環境の充実 

② 生活習慣病の発症予防・重症化予防 

１人当たり医療費の増加率 

基準年（令和５年度） 

― 

目標値（令和１２（２０３０）年度） 

Ｒ５年度対比で３０％以内に抑える 
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年度 
1人当たり 

医療費 

対前年 

伸び率 

 

年度 
1人当たり 

医療費 

対前年 

伸び率 

H29 337,738円 －  R5 【実績】405,363円 － 

H30 347,617円 2.93%  R6 （推計）420,888円 3.83% 

R1 362,327円 4.23%  R7 （推計）437,008円 3.83% 

R2 354,066円 △2.28%  R8 （推計）453,745円 3.83% 

R3 379,531円 7.19%  R9 （推計）471,123円 3.83% 

R4 388,537円 2.37%  R10 （推計）489,167円 3.83% 

R5 405,363円 4.33%  R11 （推計）507,902円 3.83% 

＊ｺﾛﾅ禍を考慮し R2～R4除く  R12 （推計）527,355円 3.83% 

 

 

 

 

 

 

対前年

伸び率

平均 

3.83% 

(＊) 

R5 年度に対する

R12 年度の 1 人当

たり医療費伸び率 

見込 

30.09% 

↓ 

30% 
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ウ 保険税水準の統一に向けた対応 

国民健康保険事業の健全で安定した運営の確保のためには，栃木県と県内２５市町の間で

議論を重ねている保険税水準の統一に係る検討内容や，県内市町における事務の標準化・広

域化などの内容に的確に対応しながら，効果的，効率的に国民健康保険事業を執行すること

が必要です。 

 

 

エ 国民健康保険（制度・事業）の理解促進 

国民健康保険事業の健全で安定した運営の確保と被保険者の健康の保持増進のためには，国

民健康保険に関する制度や事業についての理解を促進し，被保険者自身の納税意識や，医療費，

健康への関心を高められるよう，様々な媒体を活用した周知啓発の充実を図ることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方向３ 保険税水準の統一に向けた対応 

① 業務改革の推進 

方向４ 国民健康保険（制度・事業）の理解促進 

① 周知啓発の充実 

第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン 



- 36 - 

 

 

(3) 施策と主な取組 

〔 施策の方向１－① 納期内納付の推進 〕 

ア 口座振替の加入促進  

納付方法別の収納率では，金融機関等の窓口での自主納付に比べ，口座振替による収納率は

向上しています。 

一方で，本市においては，口座振替加入率が３５．３％（令和５年度）と，中核市平均の口

座振替加入率４２．７％（令和５年度）を下回っていることから，口座振替を促進し納期内納

付を推進します。 

 

〔表〕 納付方法別収納率（現年度分） 

区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自主納付 81.60% 82.63% 84.17% 84.77% 87.19% 

口座振替 95.86% 97.33% 97.30% 97.42% 98.25% 

(出典）保険年金課調べ 

 

〔表〕 口座振替加入率の推移 

区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

口座振替加入率 34.3% 34.3% 34.8% 34.3% 35.3% 

(出典）保険年金課調べ    

※中核市平均（令和５年度）の口座振替加入率は 42.7％ 

 

【主な取組】 

・ 窓口などにおける各種手続き（新規加入，納税相談等）の機会をとらえ，「口座振替の

原則化」を周知徹底し，口座振替の加入勧奨を強化します。 

・ ２４時間受付可能なＷｅｂ口座振替受付サービスを活用して，効果的な口座振替の加 

入促進を図ります。 

・ 配置場所をすべての地区市民センターや出張所に拡大したペイジー口座振替受付端末

機（＊）を活用して，効果的な口座振替の加入促進を図ります。 

     ・ 栃木県国民健康保険団体連合会が県内統一で実施する「国民健康保険税口座振替納付 

促進キャンペーン（強化月間）」と連携しながら，口座振替の加入促進を図ります。 

 

＊ モバイル決済端末機を利用した口座振替受付サービス 

端末機にキャッシュカードと暗証番号を入力することにより手続きが完了 
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イ 納税環境の整備 

本市では，多様化する被保険者のニーズやライフスタイルに対応するため，市税などを対象

としたコンビニ納付やペイジー納付の導入など，ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した納付方法

の多様化を図ってきました。 

被保険者の利便性の向上と事務の効率化のため，さらなる納税環境の整備を図ります。 

 

【主な取組】 

・ 被保険者の利便性向上のため，ペイジー納付（＊）の利用促進や，コンビニ納付の利用

促進を図ります。 

・ キャッシュレス決済（クレジットカード，スマートフォンアプリ）による納付の利用促 

進を図ります。 

     ・ QR コード（eL-QR）を印字した納付書を発行し，利用促進を図ります。 

 

＊ ペイジー納付…パソコン，携帯電話から，収納窓口に出向くことなく２４時間納付 

が可能。また，ＡＴＭでの利用も可能 

 

 

〔図〕QRコード（eL-QR）のイメージ 
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〔 施策の方向１－② 早期納付の推進 〕 

ウ 電話・文書催告の強化 

在宅の可能性が高い夜間と休日の催告により納税を促すことが早期納付に効果的であり，電

話による催告や電話の繋がらない場合の文書による催告を強化することが必要です。 

また，滞納初期段階において対処することにより，滞納の累積化を防止するとともに，納期

内納付を推進します。 

 

【主な取組】 

・ 納付案内センターを活用し，現年度滞納者への夜間・休日を含めた電話催告や，電話 

催告不在者・電話番号不明者への文書催告を行います。 

 

  ≪参考≫納付案内センター架電時間帯（令和５年度） 

曜   日 架 電 時 間 

月曜日～木曜日 正  午 ～ 午後８時 

土曜日・日曜日 午前９時 ～ 午後５時 

 

・ 電話催告にあたっては，これまでの実績を踏まえ，被保険者の年齢や生活状況に配慮

し，連絡する曜日・時間帯を工夫することで，より効果的・効率的な催告を実施します。 

・ 一度の電話催告で接触できなかった被保険者には，１週間後に再度電話による催告を

実施し，電話で接触できない被保険者には，文書による催告を実施します。そのうえで連

絡がない被保険者には，再度，フォローの電話催告を実施します。 

・ 文書催告として，年４回（現年度２回・滞納繰越２回）の定期的な催告書のほか， 

状況に応じて特別催告書（カラー催告書）を適宜送付します。 

・ 特別催告（カラー催告）の実施 

○催告書（青）     …督促状や定期の催告書を送付してもなお，反応がない（納

付や納税相談がない）滞納世帯に送付します。 

○分納不履行通知（青） …分割納付の約束が滞っている場合に送付します。 

○差押警告書（黄）   …催告書（青）を送付してもなお，反応がない滞納世帯に送付

します。 

   ○差押予告書（赤）   …分納不履行通知や差押警告書を送付してもなお，反応がない

滞納世帯に送付します。滞納処分の事前通告的な催告文書で

す。 

   〇短冊形呼出状     …滞納者に意識してもらえるような催告内容を色紙（封筒よ

り一回り小さいサイズ）に印刷したものを定期的な催告書な

どに同封します。 

○その他        …滞納処分を行う場合の財産により，「給与債権等差押のた

めの事前通告」や「不動産等の差押のための事前通告」など，

適宜送付します。 
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〔 施策の方向１－③ 納税相談機会等の拡充 〕 

エ 休日納税相談の実施 

納税相談機会の拡充のため，特別催告や電話相談において，平日の来庁が困難な被保険者に

対し，休日の窓口相談を実施します。 

 

【主な取組】 

     ・ 休日納税相談窓口を開設し，徴収や納税指導を行います。 

  

オ 外国人被保険者の納税対策の充実【新規】 

     外国人の被保険者が増加傾向にあることから，関係団体等と連携して外国人の被保険者を 

対象とした納税対策の充実を図ります。 

 

【主な取組】 

・ 翻訳した各種チラシなど活用して，窓口などで周知啓発を行います。 

・ 外国人が通う学校などを対象に納税に関する出前講座を開催します。 

 

 

〔 施策の方向１－④ 滞納者への指導強化 〕 

カ 滞納処分の強化 

納付資力がありながら納付や相談がない場合は，ほかの被保険者との均衡を図るためにも，

所有財産の差押執行を強化します。 

滞納繰越分はもとより現年度分の滞納者についても，差押を執行し滞納の早期解消を図りま 

す。 

処分後の換価の観点から，特に債権類の差押に重点をおいて取り組みます。 

市税も滞納している場合には，特別収納対策室に業務を移管し，効果的な滞納処分を実施し

ます。 

 

【主な取組】 

・ 預貯金調査の電子化などを活用した財産調査を徹底し，債権の早期発見に努め，差押執 

行を強化します。 

・ 給与所得者には，勤務先に給与照会を行い，なお納付に応じない場合には給与債権の差

押執行を行います。 

・ 預貯金差押の電子化の導入に向けた調査・検討を行います。【新規】 
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キ 特別収納対策室との連携 

市税も滞納している高額・長期滞納者については，一体的な徴収を行う「特別収納対策室」

に対応を移管します。 

 

【主な取組】 

   ・ 対象者には特別収納対策室（＊）への移管を通知し，納税意識の高揚を図ります。 

 

＊ 特別収納対策室 

平成２２年４月１日から理財部納税課内に設置され，市税の滞納のほか，国民健

康保険税・介護保険料・後期高齢者医療保険料・保育費扶養者負担金（保育料）な

ども滞納している場合に，差押による滞納処分を前提とした対応を行っています。 

 

                                        ⇒完結 

    

                                    ⇒ 移管引継                    

                   ・業務移管決定通知を送付 

                   ・完納・執行停止・分納誓約により所管課に返還 
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対象者に移管通知を送付 

納付・納付相談により滞納解消の見込 

移管通知に誠意ある回答なし 



- 41 - 

 

 

〔図〕差押までの催告業務イメージ 

 

 

 

 

  

督促状 

納税の 

お願い 

納付案内センター 

滞納初期段階 

 

長期高額滞納 

催告書兼 

業務移管 

予告通知 

業務移管 

決定通知 

特別収納対策室 

保険年金課 

差 押 

文書催告 

20日を経過しても納付がない 

相談希望 

無反応 

財産調査 

財産調査 

納税相談 

各期納期限到来 

電話催告 

臨戸訪問 

カラー催告 

定期催告 

差 押 

無反応 

相談希望 

催告書（青） 

差押警告書（黄） 

差押予告書（赤） 

 

 

納付について 

（特別催告） 
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〔 施策の方向１－⑤ 資格の適正化 〕 

ク 二重資格の解消 

被用者保険（社会保険）に加入していながら，国民健康保険の離脱手続きが未了のため，国

民健康保険との二重加入となっている者については，毎年１０月ごろ文書による手続勧奨を行

い，資格適正化を推進し，適正課税を行います。 

 

【主な取組】 

   ・ オンライン資格確認等システム（＊）の活用により対象者を調査し，二重加入が判明し

た場合には対象者に国民健康保険の脱退勧奨通知を送付し手続きを促します。 

・ 脱退勧奨通知を送付してもなお，手続きが行われない場合は，職権で資格の更正を行 

います。 

 

＊ オンライン資格確認等システムは，登録されている被保険者の年齢制限などはな

く，医療保険者が加入者情報を「医療保険者等向け中間サーバー」へ登録すること

により，直近の資格情報等（加入している医療保険や自己負担限度額等）が確認で

きるシステム 

 

 

 

〔図〕オンライン資格確認等システムのイメージ 

 

（出典）厚生労働省 保険局医療介護連携政策課  

マイナンバーカードと健康保険証の一体に向けた取組の推進資料 
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〔 施策の方向２－① 医療費の適正化 〕 

ケ 後発医薬品（ジェネリック医薬品）等の普及促進 

後発医薬品（ジェネリック医薬品）等は，先発医薬品等と比べて研究開発費などを要しない

ため，安価で販売されています。薬剤費は国民医療費の約２割を占めていることから，効能・

効果が同等で安価な薬剤が普及していくことは薬剤費の抑制，ひいては国民医療費全体の抑制

にもつながります。 

こうした中，国は，「２０２９年度末までに全ての都道府県において後発医薬品（ジェネリ

ック医薬品）の数量シェアを８０％以上にする」という目標を掲げ，普及促進に取り組むとと

もに，バイオ後続品（バイオシミラー）の使用促進についても新たな目標を設定したところで

す。 

本市においては，「後発医薬品（ジェネリック医薬品）希望シール」の配布や「後発医薬品

（ジェネリック医薬品）差額通知」を送付するとともに，宇都宮市薬剤師会などと連携を図り

ながら，後発医薬品（ジェネリック医薬品）等への理解と普及啓発活動を行います。 

また，バイオ後続品（バイオシミラー）の使用促進に向けた周知啓発を行います。 

 

【主な取組】 

・ 「後発医薬品（ジェネリック医薬品）希望シール」を配布します。 

・ 「後発医薬品（ジェネリック医薬品）差額通知」を対象の被保険者に送付します。 

・ 宇都宮市薬剤師会などと連携し，普及啓発に関する事業に取り組みます。 

・ バイオ後続品（バイオシミラー）に関する情報を「国保だより」に掲載します。 

【新規】 

・ 栃木県国民健康保険団体連合会など関係団体と連携した周知啓発を行います。 

 

〔図〕後発医薬品（ジェネリック医薬品）希望シール 

           

 

 

 

 

 

 

＊後発医薬品（ジェネリック医薬品）を希望する場合に， 

マイナ保険証や資格確認書やお薬手帳などにシールを貼付し， 

医師や薬剤師に提示します。 
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コ 適正受診の推進 

被保険者自身の医療費に関する認識を高め，医療機関等への適正な受診を促すため，引き続

き，医療費通知を送付します。また，レセプトデータを活用し，重複・頻回受診者及び重複・

多剤服薬者に対し，電話や訪問などによる保健指導を実施し，被保険者の健康の保持や疾病の

早期回復を目指すとともに，医療費の適正化を推進します。 

 

【主な取組】 

      ・ 重複・頻回受診者に対し，医療機関等の適正受診に向けた保健指導を実施するととも 

に，医師会・薬剤師会と連携した取組を実施します。【拡充】 

     ・ 重複・多剤服薬者に対し，医療機関等の適正受診に向けた保健指導を実施します。 

【新規】 

・ 医療費に対する意識啓発と適正受診の促進を図るため，医療費通知を送付します。 

 

〔図〕医療費通知 

 

サ レセプト点検等の推進 

医療機関などからの保険請求に対し，適正給付を行うため，レセプト点検を実施しています。

より効果的・効率的なレセプト点検を実施するため，研修会に参加するなど点検員のスキル 

アップに努めます。 

また，定期的な患者調査を実施し，不正請求の発見など適正給付に努めます。 

 

【主な取組】 

・ 効果的なレセプト点検（資格点検・内容点検）を行うため，レセプト点検方法を見直 

し，適正給付に努めます。【拡充】 

・ 療養費（柔道整復師）の請求に対する定期的な患者調査を実施し，適正給付に努めま

す。 
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〔 施策の方向２－② 生活習慣病の発症予防・重症化予防 〕 

シ 生活習慣病の発症予防 

メタボリックシンドロームの発症リスクが高い被保険者を早期に発見し，生活習慣の改善に

より心疾患や脳血管疾患等の発症・重症化を予防し，医療費の適正化と被保険者の健康の保持

増進を図るため，「第３期宇都宮市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）・第

４期宇都宮市特定健康診査等実施計画」に基づき，事業を推進します。 

また，特定健康診査の受診率向上のため，人間ドック・脳ドック受診時に特定健康診査を同

時受診した場合は，費用の一部を助成します。 

 

〔表〕特定健康診査受診率等の目標 

項  目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

特定健康診査受診率 32.0％ 33.0％ 34.0％ 35.0％ 36.0％ 

特定保健指導実施率 28.0％ 30.0％ 32.0％ 34.0％ 35.0％以上 

（出典）「第３期宇都宮市国民健康保険保健事業実施計画・第４期宇都宮市特定健康診査等実施計画」   

 

【主な取組】 

・ メタボリックシンドロームの発症リスクが高い被保険者を早期に発見するため，特定

健康診査を実施します。 

・ 特定健康診査の受診しやすい環境の整備（働く世代に配慮した早朝・土日健診，人間ド

ック・脳ドックやがん検診との同時受診など）に取り組むとともに，通知などによる未受

診者への効果的な受診勧奨を実施します。 

・ 特定健康診査の結果から，メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の被保険者

に対し，自身の健康状態や生活習慣病のリスクを正しく理解するよう指導するとともに

生活習慣の改善に向けた特定保健指導を実施します。 

・ 特定保健指導の利用しやすい環境の整備（ＩＣＴを活用した面接の実施など）に取り 

組むとともに，通知や電話などを組み合わせた未利用者への効果的な利用勧奨を実施し 

ます。【新規】 

     ・ 特定健康診査および特定保健指導の必要性について，広報紙・ホームページなどを活用

しながら受診券の個別送付を行うなど，あらゆる機会を捉えた周知啓発を行います。 

・ 被保険者に糖尿病に関する正しい情報を提供するとともに，糖尿病の発症予防のため

の望ましい食生活や運動習慣の定着化を啓発するため，イベントや講演会等を実施しま

す。 
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ス 生活習慣病の重症化予防 

健診データ・レセプトデータから医療機関未受診者で糖尿病領域と判定された方や，治療を

中断してしまった方などへの受診勧奨を行うとともに，服薬などの治療に加え生活習慣を改善

することが，病気の進行を防ぎ，合併症の予防につながることから保健指導を行います。 

 

【主な取組】 

・ 健診データ・レセプトデータを基にした受診勧奨（未受診者・中断者）を実施します。 

   ・ 糖尿病性腎症の重症化リスクのある対象者に保健指導を実施します。 

   ・ 糖尿病合併症予防講習会を実施します。 

   ・ 保健指導者等の増加に向けた医師会・薬剤師会との連携を強化します。【拡充】 

・ 糖尿病などの慢性疾患で食事療法が必要な方に病態別栄養相談を実施します。 

 

〔 施策の方向２－③ 健康づくりを支える環境の充実 〕 

セ 地域における健康づくりの推進 

 誰もが身近な地域で健康づくりに取り組むことができるよう，健康づくり推進員・食生活改 

善推進員の育成や活動を支援し，地域における健康づくりを推進します 。 

 

【主な取組】 

・ 各地域の健康づくり推進組織によるストレッチ体操や，食生活改善推進組織による調 

理実習などを実施します。 

 

ソ 事業所における健康づくりとの連携 

働く世代における生活習慣が，退職後の健康に影響することから，主体的に健康づくりに取 

り組む事業所の増加を促すため，地域・職域連携推進協議会と連携しながら，事業主などに対す 

る普及啓発や従業員が保健サービスを利用しやすい環境の整備などに取り組むことで，職域で 

の健康づくりを図り，予防段階からの健康づくりを進めます。 

 

【主な取組】 

・ 事業主や健康管理者などを対象とした健康づくりに関する研修会などを実施します。 

・ 事業所に健康運動指導士などの専門職を派遣する出前講座を実施します。 

・ 健康づくり事業者表彰を実施するとともに，受賞事業者の取組事例を周知します。 
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タ 地域包括ケアに係る取組との連携 

    国民健康保険は前期高齢者の多くが加入していることを踏まえ，地域包括ケアシステムの構

築に向けて，健康・医療情報等の共有・分析を行うとともに，介護予防事業と連携した取組を

推進します。 

【主な取組】 

・ 高齢者の特性（複数の慢性疾患を保有し，フレイルなどの症状が混在）を踏まえ，関 

係部局にＫＤＢデータの情報提供を行います。 

     ・ フレイルやオーラルフレイル予防のための地域介護予防活動支援事業などを実施しま 

す。 

 

〔 施策の方向３－① 業務改革の推進〕 

チ 県・市町との連携強化 

県内の保険税水準の統一に向け，県内国民健康保険事業の統一的な運営方針である「栃木県

国民健康保険運営方針（第３期）」に基づき，県内統一の標準的な基準によるサービスの均質

化を進めるため，引き続き，栃木県と県内市町との連携強化を図ります。 

 

【主な取組】 

     ・ 栃木県が主催する「国保運営方針連携会議」や各分科会等へ参画し，保険税水準の統一

に向けた情報共有や議論・検討を行います。 

 

ツ 事務の効率化 

国民健康保険事務の執行に当たっては，国や栃木県，栃木県国民健康保険団体連合会におけ

る議論の内容などの把握，情報共有に努めながら，保険税水準の統一に向け，県と市町が一体

となって，事務処理の標準化・広域化を確実に行うとともに，被保険者の利便性向上を図るた

め，さらなる業務改善を行います。 

 

【主な取組】 

     ・ 保険税水準の統一に向けて，栃木県・県内市町・栃木県国民健康保険団体連合会が連携

して事務の標準化及び広域化を検討します。 

 

〔 施策の方向４－① 周知啓発の充実 〕 

テ 国民健康保険情報等の発信 

周知啓発の充実については，被保険者の国民健康保険への関心を高め，理解促進を図るため，

国民健康保険制度や事業，健康づくりに関する情報を様々な媒体を活用し発信していきます。 

 

【主な取組】 

    ・ 国民健康保険情報紙「国保だより」などを定期的に発行します。 

    ・ 閲覧しやすい「国保だより」電子ブック版を検討します。【拡充】 

    ・ 「広報うつのみや」や市の公式ホームページ等を活用し，情報発信を行います。 
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８ 計画の推進 

(1) 推進体制 

   本計画は宇都宮市国民健康保険運営協議会に報告し，計画の推進を図ります。 

また，保険税の収納は「宇都宮市市税等納付推進本部」において，特定健康診査・特定保健指

導などは「宇都宮市データヘルス計画実施検討委員会」において，それぞれ事業の推進や進行管

理などを行い，計画を推進していきます。 

 

(2) 進行管理 

本計画に掲げた取組の具体化・明確化を図るため，「国民健康保険アクションプラン（＊）」

を毎年度策定するとともに，ＰＤＣＡサイクルに基づき進行管理を行います。 

具体的には，部内において定期的に進捗状況の確認と評価を行いながら計画を実行し，必要に

応じて適宜計画を見直し，次年度の国民健康保険アクションプランを策定します。 

策定した国民健康保険アクションプランは，宇都宮市国民健康保険運営協議会において進捗状況

などの報告を行います。     ＊事業の具体的な取組を明確にしたもの 

 

〔図〕ＰＤＣＡサイクルによる進行管理の年間スケジュール 

 

※「●」・「実線」は当該年度の国民健康保険アクションプランの動き 

※「○」・「点線」は翌年度の国民健康保険アクションプラン策定の動き 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

予算額 

  ● 

決算 

 〇 

実施計画 

事業検討 

  〇 

予算事業 

検討 

 〇 

予算案 

 〇 

予算確定 

保健福祉部 

(進捗確認・評価) 

 

 

 

  ●      〇   

アクションプラン 

● 

計画案 

（暫定） 

  ● 

計画策定 

〇 

見直し 

      〇 

次年度 

計画案 

（暫定） 

運営協議会（報告） 

   ● 

報告 

      〇 

予算案 

報告 

 

 

ＣＨＥＣＫ（評価） 

納付推進本部 データヘルス計画実施検討委員会 

ＡＣＴＩＯＮ（見直し） 
国民健康保険

運営協議会 

ＰＬＡＮ（計画） 

ＤＯ（実施） 

報告 

保健福祉部 

〔図〕ＰＤＣＡサイクルによる計画の進行管理
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国民健康保険税の税率等の見直しについて

協議第２号

【趣旨】
税率について，将来にわたり安定的・持続的な国民健康保険制度を維持していくため，被保険

者への影響を考慮し，一般会計からの法定外繰入（財政安定化支援事業分繰入）を実施した上で，
令和７年度の税率を引き上げることとしてよろしいか御協議いただきたい。

【事務局案】
令和７年度は，一般会計からの法定外繰入（財政安定化支援事業分繰入）を実施した上で，税

率を引き上げる。



１ 国民健康保険財政の仕組み

2

国民健康保険（以下，「国保」という。）は，特別会計で経理されており，国保事業費納付金（以下，「納付金」
という。）や保健事業費などの経費を公費と被保険者から徴収する保険税で賄うことを基本としている。

【国保特別会計のイメージ】



２ 市国保運営協議会の諮問・答申

3

・ 保険税率の見直しについては，毎年度，本市から市国保運営協議会に諮問し，答申を
受けている。

対 象 主 な 内 容

令和２年度税率 消費税増税の影響等を勘案し，税率は据え置き

令和３・４年度税率 新型コロナウイルス感染症の影響等を勘案し，税率は据え置き

令和５年度税率 物価上昇の影響等を勘案し，税率は据え置き

令和６年度税率 保険税収納率の更なる向上と物価上昇の影響等を勘案し，税率は据え置き

【これまでの答申内容】

・ 今年度も，市長から市国保運営協議会へ８月８日に諮問を実施している。

・ 令和６年度までの保険税率については，社会経済状況や被保険者への影響等を勘案
し，「据え置き」との答申を受けている。



３ 本市国保の現状①

4

・ 被保険者に保険税負担能力の低い無職者や低所得者が多いことから，財政基盤が脆弱であるという
構造的な問題あり

・ 被保険者数および世帯数は，団塊世代の後期高齢者医療制度への移行に伴い減少



３ 本市国保の現状②

5

・ 本市の保険税率と県が公表している本市の標準保険税率（＊）を比較すると，
応能割（所得割）で１．６８ｐｔ，応益割（均等割・平等割）で１３，６３８円ほど低い状況

年 度 １人当たり保険税額 引き上げ額 増加率 備考

Ｈ17（10年ぶりの改定） 103,018円 ⇒ 110,139円 7,121円 6.9% 財源不足のため税率（医療・介護）改定

Ｈ20（3年ぶりの改定） 114,079円 ⇒ 116,510円 2,431円 2.1% 資産割廃止・後期高齢者支援金分追加，税率（医療・介護）改定

Ｈ26（6年ぶりの改定） 93,151円 ⇒   98,924円 5,773円 6.2% 財源不足のため税率（医療・後期・介護）改定

＊標準保険税率・・・県から示された納付金を賄うことができる税率
（各市町ごとに算出）

【これまでの税率引上げ状況】

・ 保険税率は，社会経済状況や被保険者への影響等を勘案し，１０年間据え置き

【令和６年度 県が公表する本市標準保険税率】【令和６年度 本市保険税率】

算定方式等
医療

保険分
後期高齢者
支援金分

介護
納付金分

合計

応能割 所得割 6.36% 2.55% 2.07% 10.98%

応益割
均等割 25,900円 9,800円 10,500円

78,800円
平等割 19,000円 7,200円 6,400円

算定方式等
医療

保険分
後期高齢者
支援金分

介護
納付金分

合計

応能割 所得割 6.92% 3.13% 2.61% 12.66%

応益割
均等割 29,628円 13,144円 13,555円

92,438円
平等割 20,323円 9,016円 6,772円



３ 本市国保の現状③

6

・ 「１人当たり医療費」は，被保険者の高齢化，医療技術の高度化などにより増加傾向

・ 「現年度収納率」は，「口座振替の原則化」などの取組強化により年々上昇



３ 本市国保の現状④

7

・ 財政安定化支援事業分（※）の繰入金は，納付金の減少や収納対策の強化などにより減少

542 515 529 505 522 505

1,558 

759 

304 
179 

0

612

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ R5 R6

市の福祉政策等に伴うもの 財政安定化支援事業分 【年度】

【百万円】

法定外繰入金の推移

決算ベース 予算ベース

・ 令和６年度は，県内１人当たり医療費の増加に伴う納付金の増加により，上記繰入金が発生する見込み

※本市国保経営改革プランにおいて，削減目標を掲げている法定外繰入金（保険者の責めに帰さない財政負担等に対応するための繰入金）



３ 本市国保の現状⑤
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・ 納付金については，県内被保険者１人当たり医療費の増加に伴い，令和６年度は前年度比で約２億円，
令和７年度は前年度比で約９億円増加

年 度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

納付金額 14,682 13,822 13,205 12,501 12,735 13,615

前年度比 ▲1,160 ▲860 ▲617 ▲704 234 880

約２億円増

約９億円増

（百万円）＜本市納付金の推移＞



４ 収支均衡に向けた歳入確保と歳出抑制の取組

⑴ 口座振替の加入強化
・令和４年１２月～

本庁窓口等において，「口座振替の原則化」のチラシなどを配布し，「口座振替の原則化」を周知徹底
・令和５年７月～

「ペイジー口座振替受付端末機」の設置場所を全ての地区市民センター及び出張所に拡大し，加入勧奨を強化

〇 歳入確保

年度 世帯数 口座振替世帯 新規加入世帯 口座振替加入率

Ｒ６ 52,398世帯 18,848世帯 2,472世帯 36.0%

Ｒ５ 53,385世帯 18,846世帯 2,477世帯 35.3%

Ｒ４ 55,030世帯 18,833世帯 1,397世帯 34.2%

【口座振替加入状況（各年度１１月末現在）】

⇒ 毎月，口座振替で納付している被保険者が後期高齢者医療制度へ移行している中，口座振替の加入強化の
取組により，令和６年度の口座振替加入率は前年度と比較すると０．７ｐｔ増加している。

⑵ 滞納者の状況把握の徹底
高額滞納者や長期滞納者，現年度滞納者に対して，「預貯金調査の電子化」や「滞納者実地調査業務委託」などを活用して，財産や

生活状況の調査を実施し，滞納者の状況把握を徹底する。

【預貯金調査件数（各年度３月末現在） 】

Ｒ６ 【１１月末現在】 Ｒ５ Ｒ４

127,691件 （15,961件/月） 102,958件 （8,580件/月） 95,120件 （7,927件/月）

⇒ 令和６年度調査件数は，前年度と比較すると１月あたり約７，０００件増加している。 9
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４ 収支均衡に向けた歳入確保と歳出抑制の取組

〇 歳入確保
⑶ 差押処分の強化

納付資力のある滞納者に対しては，換価性の高い預貯金を中心に給与，生命保険，年金等についても積極的な調査を行い，差押
件数の増加を図る。

【差押件数・収納額（各年度３月末現在）】

年度 件数（うち債権） 月あたり件数 収納額

Ｒ６【１１月末現在】 807件（798件） 101件 75,934千円

Ｒ５ 944件（941件） 79件 101,595千円

Ｒ４ 576件（576件） 48件 65,584千円

⇒ 令和６年度差押件数は，前年度と比較すると１月あたり約２０件増加している。

⑷ 納付資力のない者への早期の対応
納付資力のない滞納者に対しては，現年度分からの早期の納付相談に応じ，執行停止が適当な場合，過年度分はもとより現年度分

も執行停止を速やかに実施する。

【早期執行停止（各年度３月末現在）】

年度 現年度分 前年度分 小計

Ｒ５ 5,962千円 199,802千円 205,764千円

Ｒ４ 3,536千円 129,832千円 133,368千円

Ｒ３ 1,690千円 61,107千円 62,797千円

⇒ 令和５年度早期執行停止金額は，前年度と比較すると約５４％増加している。



４ 収支均衡に向けた歳入確保と歳出抑制の取組

〇 歳出抑制

⑴ 医療費の増加の抑制
特定健診の受診勧奨や受診行動のデータ分析をＡＩを活用して継続するとともに，高額な医療費を抑制するため糖尿病性腎症重症化

予防事業の受診勧奨を強化するなど，１人当たりの医療費の増加の抑制を図る。

年度 対象者数 受診者数 受診率

Ｒ５ 63,089名 19,254名 30.5%

Ｒ４ 66,523名 19,647名 29.5%

Ｒ３ 70,340名 19,634名 27.9%

年度 対象者数 受診者数
受診勧奨

回数
受診率

Ｒ５ 195名 62名 378回 31.8%

Ｒ４ 238名 82名 250回 34.4%

Ｒ３ 96名 64名 266回 66.7%

【特定健康診査受診率（各年度１１月末現在）】 【糖尿病性腎症重症化予防事業（各年度３月末現在）】

⇒ 令和５年度の特定健康診査受診率は，前年度と比較すると１ｐｔ増加している。
また，糖尿病性腎症重症化予防事業では，対象者が減少する中，令和５年度の受診勧奨回数は前年度と比較

すると１２８回増加している。

＊ 令和４・５年度は，対象者を受診中断者まで拡大

11



４ 収支均衡に向けた歳入確保と歳出抑制の取組

〇 歳出抑制

⑵ 医療費の適正化
後発医薬品（ジェネリック医薬品）に切り替えた場合の差額を通知し，切り替えを促すほか，多受診・重複受診者への適正受診を促進

することにより医療費の適正化を図る。

年度 送付件数 削減効果額

Ｒ５ 11,729件 15,386千円

Ｒ４ 11,246件 20,874千円

Ｒ３ 11,321件 13,665千円

年度
対象者数

（A）
指導回数

改善確認者
(B)

改善割合
(B/A)

Ｒ５ 151名 71回 27名 17.9%

Ｒ４ 167名 62回 46名 27.5%

Ｒ３ 265名 173回 47名 17.7%

【差額通知書送付件数・削減効果（各年度翌年６月末現在）】 【多受診・重複受診者指導実績（各年度３月末現在）】

⇒ 令和５年度の差額通知書送付件数は，前年度と比較すると483件増加しているが，削減効果額は減少していること
から，引き続き，後発医薬品（ジェネリック医薬品）の普及啓発に努める。

また，令和５年度の多受診・重複受診者指導回数は，前年度と比較すると増加しているが，改善割合が減少してい
ることから，指導内容の充実を図る。

12



５ 今後の収支見通し①（2025.1.30現在）
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・ 被保険者数や保険税収，収納率，国保事業費納付金などの推計を基に令和６，７年度収支見込を算出

年度
項目

令和５年度 令和６年度 令和７年度

（実 績） （推 計） （推 計）

国保被保険者数(年平均) 93,899人 89,000人 85,000人

国保世帯数(年平均) 63,726世帯 61,000世帯 58,000世帯

歳入合計（百万円）
※一般会計繰入金（法定外・財政安定化支
援事業分）を除く

46,246百万円 46,820百万円 45,762百万円

うち保険税収(現年) 8,538百万円 8,406百万円 8,122百万円

収納率 91.95％ 92.00％ 92.50％

歳出合計(百万円) 46,246百万円 47,438百万円 47,666百万円

うち国保事業費納付金 12,501百万円 12,736百万円 13,615百万円

歳入歳出差額（歳入－歳出） 0百万円 △618百万円 △1,904百万円

一般会計繰入金
(法定外・財政安定化支援事業分)

0百万円 591百万円 ※要検討

(Ａ)

(Ｂ)



５ 今後の収支見通し②（2025.1.30現在）
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・ 「国民健康保険基金」の取崩・繰入を実施しても，令和７年度は歳入が不足する見込み

Ｒ６年度 Ｒ７年度

歳入歳出差額(法定外繰入前)
※前ページ（Ａ）

△618 △1,904

法定外繰入・財政安定化支援事業分
※前ページ（Ｂ）

591 ※要検討

歳入歳出差額(法定外繰入後)
※前ページ（Ａ）＋（Ｂ）

△27 △1,904

基金残高(当初) 297 270

基金繰入額 27 270

基金残高(繰入後) 270 0

歳入歳出差引(基金繰入後） 0 △1,634

（百万円）



６ 本市国保の現状総括と課題
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【課題】
令和７年度の収支見込みでは，歳入と歳出で約１９億の乖離が生じることから，
収支均衡が図れない

・ 無職者や低所得者の加入割合が８割を超え，財政基盤が脆弱
・ 被保険者数・世帯数は，今後も減少傾向

・ 被保険者数の減少に伴い全体課税額（歳入）は，減少傾向
・ 積立基金（国民健康保険基金）の残高は2億9,700万円

・ １人当たり医療費が増加傾向，県が決定する納付金（令和７年度）は増加
・ 納付金は，県が県全体の保険給付費必要総額を見込み，被保険者数や所得状況等に応じて按分し，
各市町に納付を求めるものであることから，市の自助努力のみで縮減を図ることは困難

歳 出

国保財政

歳 入



７ 基本的な考え方

【参 考】
・ 今後，子ども・子育て支援金制度が創設され，令和８年度以降，段階的に保険税率の改定（引き上げ）が想定される。
・ 子ども・子育て支援金分と合わせた保険税率引き上げとなると被保険者への負担が更に大きくなることから，令和７年度から引
き上げる。

16

・ 将来にわたり，安定的・持続的な本市国民健康保険制度を維持していくた
め，財源不足に対し，基本的に保険税率の引き上げにより対応する。

・ なお，物価高騰が続く中，依然として被保険者の負担感は拭いきれない状
況にあることから，被保険者の負担感も考慮した改定案を検討する。



【参考】試算①（積立基金取崩・一般会計からの繰入を実施）
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財源不足
（19億400万円）

保険税率の引き上げ
（5億7,900万円）

・被保険者の税負担の急激な上昇を抑制するため，財源不足（19億400万円）に対し，
積立基金の取崩及び一般会計からの繰入を実施し，残りの不足額を保険税率の引き上
げにより対応した場合

積立基金の取崩(2億7,000万円)

一般会計繰入金
（10億5,500万円）
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試算①税率 （ ）内は現行税率との差

▮ １人当たり課税額の増加（年間）・・・8,017円

医療 後期 介護

6.95% 2.76% 2.24%
（＋0.59pt） （＋0.21pt） （＋0.17pt）

26,500円 10,100円 10,800円
（＋600円） （＋300円） （＋300円）

19,400円 7,500円 6,600円
（＋400円） （＋300円） （＋200円）

応能割

応益割

 所得割
  …所得に応じて課税

 均等割
  …被保険者１人当たり課税

 平等割
  …１世帯当たり課税

【参考】試算①（積立基金取崩・一般会計からの繰入を実施）



【参考】試算②（不足額を全額保険税収で賄う場合）
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試算②税率〔不足額(19億400万円)を全額保険税収で賄う場合〕 （ ）内は現行税率との差

▮ １人当たり課税額の増加（年間）・・・24,296円

医療 後期 介護

7.49% 2.96% 2.40%
（＋1.13pt） （＋0.41pt） （＋0.33pt）

31,900円 12,100円 12,800円
（＋6,000円） （＋2,300円） （＋2,300円）

22,800円 8,600円 7,600円
（＋3,800円） （＋1,400円） （＋1,200円）

応能割

応益割

 所得割
  …所得に応じて課税

 均等割
  …被保険者１人当たり課税

 平等割
  …１世帯当たり課税
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【参考】世帯収入ごとの課税額

〔条件設定〕
・40歳～65歳未満の２人世帯

→全ての税項目（医療保険分，後期高齢者支援金分，介護納付金分）に該当する年代を想定

世帯収入
応益割

軽減割合
課税額
（現行）

500,000 38,400 (+1,000) 45,600 (+8,200) 37,400
600,000 38,400 (+1,000) 45,600 (+8,200) 37,400
700,000 38,400 (+1,000) 45,600 (+8,200) 37,400
800,000 38,400 (+1,000) 45,600 (+8,200) 37,400
900,000 38,400 (+1,000) 45,600 (+8,200) 37,400
980,000 38,400 (+1,000) 45,600 (+8,200) 37,400

1,000,000 66,400 (+1,800) 78,600 (+14,000) 64,600
1,100,000 78,300 (+2,800) 91,500 (+16,000) 75,500
1,200,000 90,300 (+3,800) 104,400 (+17,900) 86,500
1,300,000 102,200 (+4,700) 117,200 (+19,700) 97,500
1,400,000 114,200 (+5,700) 130,100 (+21,600) 108,500
1,500,000 126,200 (+6,800) 142,900 (+23,500) 119,400
1,570,000 134,600 (+7,400) 151,900 (+24,700) 127,200
1,580,000 174,300 (+8,500) 199,100 (+33,300) 165,800
1,600,000 176,600 (+8,700) 201,600 (+33,700) 167,900
1,700,000 185,000 (+9,300) 210,600 (+34,900) 175,700
1,800,000 192,100 (+9,900) 218,300 (+36,100) 182,200
1,900,000 200,500 (+10,700) 227,300 (+37,500) 189,800
2,000,000 208,800 (+11,200) 236,300 (+38,700) 197,600
2,100,000 217,200 (+12,000) 245,300 (+40,100) 205,200
2,200,000 225,600 (+12,600) 254,300 (+41,300) 213,000
2,250,000 229,600 (+13,000) 258,600 (+42,000) 216,600
2,300,000 259,600 (+14,000) 293,800 (+48,200) 245,600
2,400,000 268,000 (+14,600) 302,800 (+49,400) 253,400
2,500,000 276,300 (+15,300) 311,800 (+50,800) 261,000
3,000,000 318,200 (+18,700) 356,700 (+57,200) 299,500

軽減
なし

７割

５割

２割

課税額
(試算①)

課税額
（試算②）
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【参考】県内保険税（応能・応益）
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国民健康保険税の賦課（課税）限度額について

協議第３号

【趣旨】
課税限度額について，本市では政令の課税限度額が改正された翌年に引上げを行っており，令

和６年３月の政令の改正に合わせて，政令と同額に引き上げることとしてよろしいか御協議いた
だきたい。

【事務局案】
課税限度額を１０４万円から１０６万円に引き上げる。



2

１ 賦課（課税）限度額の趣旨および見直しの必要性

（１）賦課（課税）限度額の趣旨
・ 保険税は，負担能力に応じた公平なものである必要がある。
・ そのため，地方税法施行令（以下「政令」という。）において，受益との関連において被保険者の納付意欲に与える
影響などの観点から，保険税負担に一定の限度を設けており，その範囲内で市町村は賦課（課税）限度額 （以下
「限度額」という。）を設定している。

（２）限度額見直しの必要性
・ 現在，政令の一部が改正（令和６年３月３１日公布 ４月１日施行）され，限度額が２万円引き上げられ，１０６万円と
なっていることから，本市においても限度額の見直しについて検討する必要がある。

（３）見直しについての考え方
・ 限度額を超える高所得者世帯については，中低所得世帯と比べて所得に対する負担割合が低く抑えられている状
態であり，限度額の引き上げによって高所得者世帯の負担能力に応じた賦課となるため，税負担の公平性が図られ
る。
・ 本市では，限度額の引き上げが一部被保険者の負担増となることから，これまで市国保運営協議会において慎重
な議論を行った上で，その政令改正の翌年度に見直し（条例改正）を行ってきた。

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

政令
９９万円

（医療・介護）ｱｯﾌﾟ
９９万円

１０２万円
（医療・後期）ｱｯﾌﾟ

１０４万円
（後期）ｱｯﾌﾟ

１０６万円
（後期）ｱｯﾌﾟ

本市 ９６万円 ９９万円 ９９万円 １０２万円 １０４万円

コロナの影響
で据置き

【限度額の推移】
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２ 本市の対応（案）
・ 国保の被保険者は，ほとんどが無職者や低所得者である。
・ 被保険者の保険税負担割合は賃上げなどの影響により減少してきており，税の応能負担の考え方や公平性
の確保の観点から，高所得者世帯については更なる負担増となるものの，限度額を見直し，政令と同額となる
よう２万円引き上げ，限度額を１０６万円としたい。

【見直しのイメージ図】

7割
軽減

5割
軽減

2割
軽減

7割
軽減

5割
軽減

2割
軽減

所得金額 所得金額

保険税額 保険税額

均等割

所得割

均等割

所得割

【現行】 【改正後】
【限度額 １０４万円】

・医療保険分：６５万円

・後期高齢者支援金分：２２万円

・介護納付金分：１７万円

【限度額 １０６万円】

・医療保険分：６５万円

・後期高齢者支援金分：２４万円

・介護納付金分：１７万円
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宮国保運協第  号   

令和７年  月  日   

 

宇都宮市長  佐  藤  栄  一  様  

 

宇都宮市国民健康保険運営協議会   

会  長  塚  田  典  功      

 

 

国民健康保険税の税率の見直し等について（答申）  

 

 

令和６年８月８日付け宮保年第２３８９号により諮問のあ

りました標記の件につきまして，本協議会を開催し，関係資料

に基づき慎重に協議した結果，結論を得ましたので答申いたし

ます。  

協議第４号 （案） 
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答申に当たって  

 

 国民健康保険（以下「国保」という。）は，国民の誰もが必要な医療

が受けられるよう，国民皆保険体制を支える基盤として，健康水準の

向上などに大きく寄与してきた。  

しかし，その一方で国保は，被保険者の高齢化の進展や医療技術の

高度化などによる１人当たり医療費の増加，さらには国民健康保険税

（以下「保険税」という。）の負担能力の低い無職者や低所得者が多く

加入しているという制度の構造的な問題を抱え，多くの自治体で厳し

い財政運営を強いられている。  

 

このような中，国においては，国民皆保険を堅持し，将来にわたっ

て持続可能な医療保険制度を構築するため，国保の制度改革を実施し，

国保の財政運営の都道府県単位化を図り，さらには保険税水準の統一

の取組を加速させる必要から，「保険税水準統一加速化プラン」を策定

し，遅くとも令和１７年度（令和１８年度保険料算定）までに保険税

水準の完全統一を求めている。  

 

一方，栃木県においては，県と市町が一体となって，国保に関する

事務を共通認識の下で実施し，安定的な財政運営並びに市町の国保事

業の広域的及び効率的な運営の推進を図るための統一的な方針である

「栃木県国民健康保険運営方針（第３期）」を策定し，各種施策に取り

組むとともに，保険税水準の統一に向け，栃木県における統一の考え

方（定義）や進め方について整理したところである。   

また，今年度は完全統一を目指す上での課題などについて，栃木県

が市町を個別に訪問して，今後の議論の深化を図るための意見交換を

実施したところである。  

 

宇都宮市においては，国保事業の安定的な運営を図るため，これま

で「第２次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン」に基づき，保険税

収納率の向上や医療費の適正化など各種施策の取組を着実に進め，保

険税収納率の向上など一定の成果が表れているところである。  

しかしながら，医療技術の高度化などによる１人当たり医療費の増

加，被保険者数の減少に伴う課税額および保険税収入の減少など，今

後も国保を取り巻く環境は，より厳しさを増していくことが推定され

ていること，また保険税水準の統一に向けて，さらなる保険税収納率
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の向上が必要不可欠であることから，現行計画の最終年度となる本年

度，「第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン」を策定して，引き

続き，保険税収納率の向上や医療費の適正化などの各種取組を着実に

実施するとともに，本市国保の現状に対応した効果的な取組を新たに

検討・実施することが必要である。  

 

今般，本協議会では，保険税の税率の見直し等について市長から諮

問を受け，国保の財政健全化に向けた今後の取組，保険税の税率等の

見直しについて被保険者を取り巻く環境や，栃木県が決定する国保事

業費納付金が急増している状況などを勘案し，慎重に議論を重ねてき

たところであり，その意見を集約し，次のとおり答申する。  
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１  財政健全化について  

国保財政の健全化に当たっては，保険者である宇都宮市自らが積

極的に経営努力を行い，財政健全化をこれまで以上に推進すること

が肝要であることから，「第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラ

ン」に掲げた施策について，着実かつ効果的に実施するとともに，

現状分析を十分に行いながら，引き続き実効性のある取組を実施さ

れたい。  

特に，保険税収納率の向上については，保険税負担の公平性を鑑

み，国保への新規加入手続きの際に「口座振替の原則化」を周知徹

底するとともに，「ペイジー口座振替受付端末機」や「Ｗｅｂ口座振

替受付サービス」などを活用した口座振替の加入勧奨を着実に実施

されたい。さらに，滞納者に対しては，預貯金などの財産調査を徹

底し，的確な滞納者の状況把握に努め，納付資力に応じた早期の差

押処分の実施など，より一層の収納対策の強化に努められたい。  

また，医療費の適正化については，ＡＩを活用した特定健診の受

診勧奨や糖尿病性腎症重症化予防事業の受診勧奨を強化するととも

に，ジェネリック医薬品差額通知の送付や重複・頻回受診者への適

正受診の促進，重複・多剤服薬者に対する保健指導の実施など，１

人当たりの医療費の増加抑制に努められたい。  

 

２  保険税率等の見直しについて  

  これまで市は，国保の財政健全化を図るため，保険者としての経  

営努力を最優先に保険税収納率の向上や医療費の適正化に努めた上  

で，不足する財源については，保険者の責めに帰さない財政負担に  

対応する一般会計からの繰入を行い，保険税率については，平成２  

７年度以降，１０年間据え置いてきた。  

 この間，保険税収納率は毎年向上してきたが，医療技術の高度化  

などによる１人当たり医療費は年々増加しており，栃木県が決定す  

る令和７年度国保事業費納付金（歳出）についても，対前年度で比  

較すると急増している状況である。  

そうした一方で，団塊世代の被保険者が後期高齢者医療制度へ移行  

し，被保険者数の減少に伴い保険税の課税額（歳入）は減少してお

り，今後，増加が見込まれている歳出に対応するための財源がさら

に不足する見通しであることから，本協議会としては，保険税率の

引上げを行わざるを得ない状況にあると判断する。  

 



 - 5 - 

 

 ⑴  財源不足に対する負担の基本的な考え方  

   国保事業費納付金などの国保に要する経費は，基本的には公費  

と被保険者から徴収する保険税で賄うことが原則である。   

   しかしながら，財源不足のすべてを保険税に転嫁した場合，被  

保険者の負担が著しく大きくなることや，物価高騰が続く中，依然

として被保険者の負担感は拭いきれない状況にあることから，保険

者の責めに帰さない要因による財政負担に対しては，一般会計から

の繰入（財政安定化支援事業分）を令和７年度においても実施する

ことが適当である。  

   ただし，これは本市国保における財政健全化を実現するまでの

対応であり，今後も収納率の向上や医療費の適正化などの保険者

としての経営努力を最大限に行い，「第３次宇都宮市国民健康保険

経営改革プラン」の目標に掲げている「一般会計からの繰入金に

依存しない財政運営」に努められたい。  

また，無所得者や低所得者への影響に配慮するため，これまで  

涵養に努めてきた積立基金の活用についても併せて検討されたい。 

 

 ⑵  保険税率について  

   保険税率については，上記の財源不足に対する負担の基本的な  

考え方に基づいた対応を行った上で，なお不足する財源を賄うこ  

とができる税率とされたい。  

   また，物価高騰が続く中，無所得者や低所得者への影響に配慮  

した保険税率の見直しとされたい。  

 

⑶  賦課（課税）限度額について  

地方税法施行令（以下「政令」という。）に定める賦課（課税）

限度額（以下「限度額」という。）については，令和６年３月，後

期高齢者支援金分が２２万円から２４万円に改正されたところで

あり，国は今後も限度額を段階的に引き上げる方針を示している。 

限度額を超える高所得世帯については，中所得世帯に比べ所得に

対する保険税負担の割合が低く抑えられていることから，保険税負

担の公平性の観点や国の動向を踏まえると，令和７年度は限度額を

引き上げることが適当である。  

なお，令和７年度税制改正において，限度額の引上げが予定され

ていることから，政令が改正された場合は，令和８年度の限度額に

ついて本協議会において検討することが適当である。  
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令和６年度宇都宮市国民健康保険運営協議会開催経過  

 

 

１  第１回運営協議会（令和６年８月８日）  

⑴  令和５年度国民健康保険特別会計の決算状況 (見込み )について  

⑵  令和６年度国民健康保険特別会計当初予算の概要について  

⑶  令和５年度国保アクションプランの主な取組実績と令和６年度

国保アクションプランの主な取組について  

⑷  令和６年度国民健康保険税の課税状況について  

⑸  第３期宇都宮市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス

計画）・第４期宇都宮市特定健康診査等実施計画について  

⑹  宇都宮市国民健康保険経営改革プランの改定について  

⑺  被保険者証の廃止について  

 

２  第２回運営協議会（令和６年１０月２４日）  

⑴   第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン（素案）について  

 

３  第３回運営協議会（令和７年１月３０日）  

⑴    第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン（案）について  

⑵   国民健康保険税の税率等の見直しについて  

⑶    国民健康保険税の課税限度額の見直しについて  

⑷  答申書（案）について  



 - 7 - 

 

宇都宮市国民健康保険運営協議会委員  

（会長及び職務代理者以外は五十音順）  

 

会長     塚田  典功 

職務代理者  福田  茂夫 

委員     秋成  大 

委員     石原  雅行 

委員     小野  篤司 

委員     小山田  静子 

委員     釼持  幸子 

委員     坂本  悦男 

委員     櫻井  則子 

委員     佐藤  孝明 

委員     田中 勇大 

委員     土屋  貴子 

委員     生井  俊一 

委員     根本  智子 

委員     野沢  良治 

委員     野間  重孝 

委員     原  ちづる 

委員     平野  幸子 

委員     廣瀬  誠 

委員     北條  茂男 

委員     増山  哲茂 

委員     松本  国彦 

委員     宮﨑  務 

委員     若林  芽育 


